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要 旨 
 

＜概要＞ 

日本貨物鉄道株式会社の広島貨物ターミナル駅発東京貨物ターミナル駅行き２５両

編成の上り第１０６８列車は、令和３年１２月２８日（火）、前日の滋賀県方面の降雪

の影響により、広島貨物ターミナル駅を、定刻（２７日２１時５３分）より２２時間２２

分遅れて、２０時１５分に出発した。瀬野駅通過後、前頭機関車は１３ノッチ、最後

部に連結した補助機関車は１２ノッチを投入し、速度約５２km/h で走行中、前頭機関

車の運転士がブレーキ管圧力計の急降下、急上昇を認めたと同時に、ブレーキが作用

し、同列車は停止した。輸送指令の指示により前頭機関車の運転士が降車して列車を

点検したところ、１２両目の前台車の全２軸が左側に脱線していた。 

列車には前頭機関車に１名、補助機関車に１名が乗務していたが、負傷はなかった。 

 

 



＜原因＞ 

本事故は、列車が半径３００ｍの右曲線を通過した際に、事故現場付近においてコ

キ１０６形式の貨車前台車第１軸の外軌側の輪重が減少したことに加え、内軌側輪重

の増加により外軌側の横圧が増加し、外軌側車輪がレールに乗り上がったことにより

脱線したものと考えられる。 

外軌側の輪重が減少したことについては、１２フィートコンテナ単体での管理目標

指針である左右偏積率１０％を大きく超過したコンテナが複数積載されたことにより

輪重のアンバランスが拡大したためと考えられる。 

左右偏積が発生したことについては、 

(1) 利用運送事業者、荷主、積込会社等の関係会社間で、偏積に関する情報が共

有されていなかったこと、 

(2) コンテナに積込・施封された後の積荷に関する偏積の確認体制が十分でな 

かったこと、 

(3) 偏積が確認された場合、原因究明や再発防止策を講じる仕組みがなかったこ

と 

から、これらの要因が重畳したことによるものと考えられる。 
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 鉄道事故調査の経過 
 

１.１ 鉄道事故の概要 

日本貨物鉄道株式会社の広島貨物ターミナル駅発東京貨物ターミナル駅行き２５両

編成の上り第１０６８列車は、令和３年１２月２８日（火）、前日の滋賀県方面の降雪

の影響により、広島貨物ターミナル駅を、定刻（２７日２１時５３分）より２２時間２２

分遅れて、２０時１５分に出発した。瀬野駅通過後、前頭機関車は１３ノッチ、最後

部に連結した補助機関車は１２ノッチを投入し、速度約５２km/h で走行中、前頭機関

車の運転士がブレーキ管圧力計の急降下、急上昇を認めたと同時に、ブレーキが作用

し、同列車は停止した。輸送指令の指示により前頭機関車の運転士が降車して列車を

点検したところ、１２両目（車両は機関車を含め前から数え、前後左右は列車の進行

方向を基準とする。）の前台車の全２軸が左側に脱線していた。 

列車には前頭機関車に１名、補助機関車に１名が乗務していたが、負傷はなかった。 

 

１.２ 鉄道事故調査の概要 

 調査組織 

運輸安全委員会は、令和３年１２月２８日、本事故の調査を担当する主管調査官

ほか２名の鉄道事故調査官を指名した。 

中国運輸局は、本事故調査を支援するため、職員を事故現場等に派遣した。 

 

 調査の実施時期 

令和３年１２月２９日～３１日 現場調査、車両調査及び口述聴取 

令和４年１月１４日、２月１０日、３月３０日～３１日 車両調査 

令和４年１月２５日～５月１３日 積載調査 

令和４年５月１１日～１２日、２６日～２７日、７月３日～４日 車両調査及び

口述聴取 

 

 経過報告 

令和４年１２月２２日、その時点までの事実調査結果に基づき、国土交通大臣に

対して経過報告を行い、公表した。 

 

 原因関係者からの意見聴取 

原因関係者から意見聴取を行った。 
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 事実情報 
 

２.１ 運行の経過 

 乗務員及び指令員の口述 

事故に至るまでの経過は、日本貨物鉄道株式会社（以下「ＪＲ貨物」という。）の

上り第１０６８列車（以下「本件列車」という。）の前頭機関車の運転士（以下「運

転士Ａ」という。）及び補助機関車の運転士（以下「運転士Ｂ」という。）並びに西

日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ西日本」という。）の輸送指令員（以下「指令員

Ａ」という。）、本線指令長（以下「指令長」という。）及び運用指令員（以下「指令

員Ｂ」という。）の口述によれば、概略次のとおりであった。 

(1) 運転士Ａ 

運転する予定の機関車は貨車と連結されていた。広島貨物ターミナル駅で

出区点検*1を行った後、最後部に補助機関車が連結された。運転士Ｂが「無線

機のテストお願いします」と連絡してきたので、無線機のテストを補助機関

車の運転士Ｂと相互に行ったところ、特に異常はなかった。信号所から「出

発信号機の進路をとるので確認して発車してください」と無線で連絡があっ

たため「了解しました」と返答した。 

広島貨物ターミナル駅を２０時１５分ごろに発車した後、列車に異常等は

なかった。中野東駅を通過したぐらいで運転士Ｂから「列車状態異常ありま

せん」と無線機で連絡があったので、「列車状態異常なし、了解しました」と

返答した。そのときは１３ノッチで走行していた。瀬野駅の場内信号機を過

ぎた後、曲線の速度制限が６５km/h であるため、１２ノッチに戻し、道路の

跨
こ

線
せん

橋
きょう

を過ぎてから、運転士Ｂに「１２ノッチを入れてください」と連絡し

た。前頭機関車及び補助機関車ともに１２ノッチでしばらく走行していたが、

少し重たいと思ったので、前頭機関車のノッチを１３ノッチに上げた。その

後、瀬野西トンネル（以下「本件トンネル」という。）を走行したところで速

度が５１～５２km/h に低下してきた。本件トンネル付近はいつも速度が低下

するので、そのまま進んで走行したが、本件トンネルを出て橋りょうを渡る

辺りで、ガタッという衝動があった。過去の経験から、空転か滑走かなと  

思ったが、その直後にブレーキの排気音がしたので、ブレーキ管圧力*2の針を

見た。ブレーキ管圧力が下がったので後部から非常ブレーキが掛かったと思

                         
*1 「出区点検」とは、運転士が車両基地などから列車を出発させる前に、車両状態の確認（各機器類の動作確認、

搭載用品の確認、車内点検、ブレーキ試験など）を行うことをいう。 

*2 「ブレーキ管圧力」とは、ブレーキの強さを指令する空気配管（ＢＰ（brake pipe））の空気圧をいい、通常

は４９０kPa の一定圧力に保たれ、ブレーキ管を減圧するとブレーキが掛かり、増圧するとブレーキが緩む。 
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い、ＴＥ*3（列車緊急防護装置）を押そうと手を伸ばした。しかし、すぐにブ

レーキ管圧力が上昇して４００kPa ぐらいまで戻ったので、ＴＥを押すこと

を迷っていたら列車が停止した。ブレーキ管圧力の針は一瞬で降下した。こ

の針の動きは、訓練のときに映像で見た動きと比べて速かったと思う。この

とき、自弁*4ハンドルは「運転」位置であった。 

列車停止後、ブレーキを８ノッチまで入れた。無線機で運転士Ｂに「ノッ

チオフするように」と連絡したが、返答はなかった。その後、指令に「ブ   

レーキが動作して止まった」と連絡した。列車停止後にＴＥと防護無線は  

扱っていない。 

運転台のモニタ表示装置を見ると、『元ダメ圧低下』の表示が出るとともに

当該のランプが点灯し、元空気タンク圧力（以下「ＭＲ圧*5」という。）は２２０

kPa まで落ちていたが、少しずつ上がっていた。その旨を指令に報告した後、

指令の指示により、ブレーキ操作をしながら、ＭＲ圧やブレーキ管圧力の値

を報告した。その後、指令からの指示により、床下に降りて車両点検に向  

かった。床下に降りるときに無線機で運転士Ｂを何回か呼んだが、連絡がと

れなかった。なお、車両点検を行っているときは、手歯止めは使用していな

い。 

列車降車後、先頭から順番に車両を点検したところ、１２両目の貨車（以

下「本件貨車」という。）前台車の全２軸が脱線していたため、その旨を指令

に伝えた。さらに、橋りょう上の線路の線間に設置してあったエキスパンド

メタル*6が損傷していること、脱線防止ガード*7が脱線した貨車に絡まってい

ることも指令に伝えた。 

瀬野駅から八本松駅間を走行する際に、前頭機関車のノッチは、補助機関

車に指示したノッチと同等以上のノッチにして運転することを、普段から心

掛けていた。 

(2) 運転士Ｂ 

広島貨物ターミナル駅構内の補助機関車が留置してある場所に行き、車両

の出区点検をした。１９時１５分ごろに、補助機関車を貨車と連結した。本

                         
*3 「ＴＥ（列車緊急防護装置）」とは、one Touch operative Emergency device の略称で、ワンタッチのスイッ

チを押すことにより、力行停止、非常ブレーキ動作、気笛吹鳴、信号炎管点火、防護無線発報、砂まき、パンタ

グラフ降下、機関停止等を同時に行う装置のことをいう。 

*4 「自弁」とは、自動ブレーキ弁の略称で、ブレーキ管圧力を増減するために操作する弁のことをいい、列車の

編成全体のブレーキを作用させるために操作する。「運転」位置では、編成列車のブレーキを緩め、列車引通し

のブレーキ管へ４９０kPa の圧力が供給される。 

*5 「ＭＲ圧」とは、ブレーキ等を作用させるための圧縮空気を蓄える元空気タンクの圧力をいう。 

*6 「エキスパンドメタル」とは、鉄板を引き延ばして製作した鋼製菱目網をいう。 

*7 「脱線防止ガード」とは、脱線による重大事故を防止するために、レールと並行して軌間内に設けられるＬ型

鋼のガード装置をいう。 
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件列車として広島貨物ターミナル駅を出発した後、補助機関車のノッチ扱い

をせずに本件列車の走行状態を監視していた。途中の中野東駅で、運転士Ａ

に無線機で「列車状態異常ありません」と連絡した。運転士Ａからは、「列車

状態異常なし、了解しました」と返答があった。その後も車両に異常はな  

かった。補助機関車が瀬野駅構内を走行しているときに、運転士Ａから「１２

ノッチを入れてください」と連絡があったので、「１２ノッチ了解しました」

と返答して、ノッチを１２ノッチまで上げた。１２ノッチの投入が完了した

とき、補助機関車は瀬野駅構内を出たところだった。そして、「１２ノッチ投

入しました」と運転士Ａに連絡すると、「１２ノッチ投入、了解しました」と

返答があった。このときの速度は６０km/h ぐらいだった。 

上り勾配になるので、速度は徐々に落ちていったが、いつもどおりだった。

走行中にブレーキ管圧力の針が下がったことを認めたので、運転士Ａがブ 

レーキを操作したと思った。運転席に座っている状態では、ブレーキ管圧力

の針が視界に入るので、ブレーキが作動しているときに、その針を一瞬だけ

見た。ブレーキ管圧力は一瞬で下がった。その後はずっとゼロに近い値だっ

た。ブレーキ管圧力の低下を認めたので、ノッチをオフにしたところ本件列

車は停止した。 

補助機関車が止まった位置は本件トンネル内であった。前頭機関車からの

無線は一切聞こえなかった。無線機から指令の声が聞こえたので、運転士Ａ

が指令に連絡していたと思う。指令が、「ＭＲ圧が低下している」と言ってい

たので、車両故障と思った。 

その後、指令から無線で呼ばれて応答したが、通じていないようだった。

沿線電話機がないか周りを確認したが、見付けることができなかった。降車

して業務用携帯電話を確認したところ、電波が入ったので、指令に連絡した。

指令から、「補助機関車のＭＲ圧はいくらか」と聞かれたため、「所定圧力で

す」と答えた。次に「ＥＢの動作はあるか」と聞かれ、「ありません」と返答

した。また、「本件トンネル内は無線が通じない」と伝えた際、指令からの連

絡で本件列車が脱線していることが分かった。 

(3) 指令員Ａ（輸送指令） 

無線機で、運転士Ａから「瀬野駅から八本松駅の間でブレーキが動作して

停車しました。モニタには『元ダメ圧低下』のランプが点灯しています」と
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一報を受けた。運転士Ａに、ＡＴＳ*8とＥＢ*9が動作していないか確認したが、

動作していないとのことであった。その後、運転士Ａに「ブレーキを非常位

置にしてください。列車無線での通話は途切れるので、携帯電話で連絡をく

ださい」と伝えた後、連絡を受けた携帯電話が運転士Ａからの一報であるこ

とを確かめて、席の後方に来ていた指令員Ｂに引き継いだ。 

運転士Ａからの報告では、非常ブレーキや脱線という言葉は聞いていない。

ＭＲ圧が低下したとのことだったので、元空気管が破損しているか、ブレー

キホースが外れてブレーキが動作した車両故障であると思い、列車防護が必

要であるとは考えなかった。運転士Ａから列車防護を扱ったとは聞いていな

い。 

上り線の後続列車と下り線の対向列車を進入させないように列車抑止手配

を執ったが、いつ行ったかは覚えていない。 

(4) 指令長 

休憩のため席から離れた場所にいたところ、指令員Ａが無線機で話してい

る声が聞こえ、車両故障が発生していることを認識した。すぐに席に戻り指

令員Ａから受けた報告によると、運転士Ａがブレーキを扱ったのではなく、

ブレーキ管圧力が減少して本件列車が停止したということだった。また、Ａ

ＴＳやＥＢの動作はなく、非常ブレーキも動作していないということだった。 

そのため、車両故障が発生したと認識し、運転士Ａに連絡して運転席の圧

力ゲージを確認することと、運転士Ｂと連絡を取ることを、指令員Ａに指示

した。運転士Ａからは、ＭＲ圧とブレーキ管圧力は正常であり、ブレーキ管

圧力については、正常値が４９０kPa であるが、２００kPa から徐々に上昇し

ているとのことであった。その頃から、近くに来ていた指令員Ｂが指令員Ａ

から代わり、運転士Ａに車両の状態を確認した。指令員Ｂと、車両故障の可

能性があると協議していたときに、補助機関車の状況を確認したかったので、

前卓の指令員に向かって、再度、運転士Ｂと連絡を取るように指示したが、

無線機での応答がないとのことであった。その後、しばらくして、運転士Ｂ

から電話がかかってきたので、状況を確認したところ、補助機関車の圧力  

ゲージに異常がなかったとのことであった。前後の機関車に異常がないこと

                         
*8 「ＡＴＳ」とは、自動列車停止装置のことであり、Automatic Train Stop の略称で、列車が停止信号機に接近

した際、地上からの制御信号により運転室内に警報ベルを鳴らして運転士に注意を喚起し、自動的にブレーキを

動作させて列車を停止信号機の手前に停止させる装置をいう。 

*9 「ＥＢ」とは、非常停止装置のことであり、Emergency Brake Device の略である。運転士が力行ハンドル操

作、ブレーキハンドル操作、気笛吹鳴、砂まき等の運転操作又はＥＢ装置のリセットスイッチを押し込むという

操作を６０秒間全く行わない場合に、運転士に対して警報ブザーを鳴動させる。その後、さらに５秒間運転操作

等が行われないときに、運転士に異常があったものとみなして、安全が確保されるよう、非常ブレーキを作動さ

せる装置である。 
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が分かったので、貨車の ホースが外れた等の可能性があると判断して、車

両点検を行うこととした。隣接線の支障について、運転士Ａから特に報告は

なかったので、車両点検のために隣接している下り線の抑止を指令員Ａに指

示した。 

下り線の抑止については、列車停止から２０分ぐらい経過していたと思う。

上り線の抑止については、車両に異常があると判断した時点で、指令員Ａが、

線路閉鎖ではなく、信号機抑止という扱いで、下り線よりも前に、瀬野駅で

抑止を掛けたことをモニタで確認した。それは、通常、指令長の指示は関係

なく指令員が行っている。 

本件列車が停止したと運転士Ａから連絡があった直後に、下り列車が１本

通過した。その後、運転士Ａを車両点検に降ろすという判断をしたときに、１

本の下り列車が八本松駅を発車していたので、同列車が通過してから車両点

検をすることにし、指令員Ａに下り線の列車抑止を指示した。 

運転士から非常ブレーキが動作したという報告があった場合は、列車分離

が考えられるので、すぐに隣接している下り線の対向列車や後続列車を抑止

する。それは指令員にとっての列車防護である。そして、下り線に進入する

列車と衝突する危険があるため、運転士に防護無線のスイッチを押すように

指示する。今回の事象では、運転士Ａから非常ブレーキという報告がなかっ

たので、列車抑止のタイミングが上下線でずれているが、下り線は、列車防

護ではなく、乗務員が車両点検をできるように安全を確保するための抑止で

ある。 

なお、ＪＲ貨物の列車に関して、‘運転中、ブレーキ操作を行わない状態で

ブレーキ管圧力の降下を認めた場合の取扱い’について規定されたものはな

いと思う。 

山陽線では列車無線が届かないところはないと認識している。 

(5) 指令員Ｂ（運用指令） 

運転士Ａから指令員Ａに連絡が入ったとき、運用指令の席に座っていた。

運転士Ａと指令員Ａの無線のやり取りや、指令長と指令員Ａが話している内

容から、本件列車のブレーキが動作し、ＭＲ圧が上昇しないということを認

識した。車両故障と思い、指令員Ａの付近に移動した。その後、指令員Ａか

ら電話を受け取り、業務を引き継いだ。 

運転士Ａに、ブレーキを非常位置にした状態でＭＲ圧を確認するように伝

えたところ、ＭＲ圧の上昇速度が遅いとのことであった。さらに、運転士Ａ
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がブレーキを保ち位置*10にすると、ブレーキ管圧力が減少したので、ブレー

キ管に不具合があると認識した。その後は、ブレーキ管の不具合の可能性が

高いため、車両の床下を点検したい旨を指令長に伝えた。列車抑止手配前に、

下り線を１本通過するまで待つようにとのことだった。列車抑止手配が終っ

た後、運転士Ａに床下点検に行くように指示した。その後、運転士Ａから、

本件貨車の前台車の第１軸と第２軸が左側に脱線していると連絡があった。 

運転士Ａから非常ブレーキという言葉はなく、ＡＴＳの動作はないとのこ

とであった。 

（付図１ 山陽線路線図、付図２ 事故現場付近の地形図、付図３ 事故現場の概

況、付図４ 事故現場付近の略図 参照） 

 

 運転状況記録装置に関する情報 

本件列車の機関車には、０.２秒ごとに、時刻、速度、力行
りきこう

ノッチ及びブレーキ指

令の操作状況、ブレーキ管圧力の状況等を記録することができる運転状況記録装置

が装備されている。 

同装置の記録によれば、本事故発生前後の本件列車の運転状況の概略は、表１の

とおりであった。 

 

表１ 本事故発生前後の運転状況 

運転状況記録装置の記録 

本件列車

の 

先頭位置 

備考 

時 刻 

前頭機関車 

（EF210-2） 

補助機関車 

（EF210-313） 

速度 

(km/h) 

力行 

ノッチ 

ブレーキ

管圧力 

（kPa） 

速度 

(km/h) 

力行 

ノッチ 

ブレーキ

管圧力 

（kPa） 

20:31:13.6 55.5 12 490.3 54.5 オフ 495.1 
290k069m

付近 

前頭機関車が瀬野

駅を通過 

20:31:44.4 59.0 12 490.3 58.5 オフ 495.1 
289k576m

付近 

補助機関車が瀬野

駅を通過 

20:32:13.0 60.5 12 490.3 60.0 12 500.0 
289k101m

付近 

補助機関車のノッ

チ位置は、ブレーキ

                         
*10 「保ち位置」とは、ブレーキをかけた後で編成車両のブレーキだけ緩め、機関車のブレーキをそのまま保つ

場合に使用するブレーキ弁ハンドルの位置をいう。 
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20:34:13.2 53.5 13 490.3 53.5 12 500.0 
287k131m

付近 

管圧力減圧開始ま

での間、１２ノッチ

のままであった。 

20:36:13.2 53.0 13 490.3 52.0 12 500.0 
285k326m

付近 

前頭機関車が事故

現場付近を通過 

20:36:29.8 52.0 13 490.3 52.0 12 500.0 
285k083m

付近 

本件貨車が事故現

場付近を通過 

20:36:53.0

～

20:36.53.4 

50.5 13 490.3 50.0 12 500.0 

284k992m

付近 

～ 

284k986m

付近 

本件貨車が、本件貨

車に絡まった脱線

防止ガード上を通

過 

20:36:54.0 51.0 13 485.5 50.0 12 495.1 
284k736m

付近 

ブレーキ管圧力減

圧開始 

20:37:04.6 0 オフ 293.2 0 オフ 0 
284k653m

付近 
列車停止 

※ 時刻は、標準時の時刻に補正している。 

 

運転状況記録装置のデータについて、本件列車が事故現場を通過する手前から停

止するまでの間における、前頭機関車及び補助機関車の速度を図１に示す。また、

これらの速度データを用いて、相対速度及び相対加速度について、前頭機関車から

補助機関車を引いて算出した結果を図２に示す。さらに、ブレーキ管圧力の値を図３

に示す。 

 

 

図１ 前頭機関車及び補助機関車の速度 
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図２ 前頭機関車と補助機関車の間の相対速度及び相対加速度 

（前頭機関車－補助機関車） 

 

 

図３ 前頭機関車及び補助機関車のブレーキ管圧力 

 

２.２ 人の死亡、行方不明及び負傷 

なし。 

 

２.３ 鉄道施設及び車両等に関する情報 

 事故現場等に関する情報 

(1) 本件列車が脱線して停止したのは、瀬野駅～八本松駅間で前頭機関車の前

端が２８４ｋ６５３ｍ付近、補助機関車の後端は２８５ｋ１７２ｍ付近で 

あった。なお、補助機関車の停止位置は本件トンネル内であった。 

(2) 本件貨車の前台車の中心は２８４ｋ８８１ｍ付近に停止しており、同台車

の全２軸（第１軸及び第２軸）が左側に脱線していた。各車輪のレールから

の距離は、図４に示す脱線車輪とレールの関係図において、第１軸左車輪：

-10

-5

0

5

10

20:35:30 20:35:50 20:36:10 20:36:30 20:36:50 20:37:10 20:37:30

相
対

速
度

[k
m

/h
]

相
対

加
速

度
[m

/s
2
]

時刻[h:m:s]

相対速度
相対加速度

前頭機関車
脱線箇所通過

ブレーキ管
減圧開始 停車

コキ106-407
脱線箇所通過

0

100

200

300

400

500

600

20:35:30 20:35:50 20:36:10 20:36:30 20:36:50 20:37:10 20:37:30

ブ
レ

ー
キ

管
圧

力
[k

P
a]

時刻[h:m:s]

前頭機関車

補助機関車

前頭機関車
脱線箇所通過

ブレーキ管
減圧開始 停車

コキ106-407
脱線箇所通過



 

- 10 - 

約１００mm、第１軸右車輪：約５０mm、第２軸左車輪：約１１０mm、第２軸

右車輪：約６０mm であった。 

 

 

図４ 脱線車輪とレールの測定位置 

 

(3) 瀬野駅～八本松駅間の右曲線（半径３００ｍ）内の２８５ｋ３２６ｍ付近

から本件貨車の停止位置までのまくらぎに車輪が走行したとみられる痕跡が

続いていた。 

(4) 瀬野駅～八本松駅間の右曲線（半径３００ｍ）内の２８５ｋ３３１ｍ付近

から２８５ｋ３２６ｍ付近までには、左レール（外軌）上に軌間内側から外

側へと斜めに横切る車輪によるものとみられる痕跡があった。また、２８５

ｋ３３１ｍ付近の右レール付近に、延長約３.５ｍの噴泥*11が認められた。 

(5) 本件列車の１６両目の停止位置付近の２か所に、本件貨車のブレーキ管が

落下していた。 

(6) 先行列車の運行状況は、２０時２８分ごろに上り第１８５４Ｍ列車が本事

故現場付近を走行しており、同列車の運転士は、異常はなかったと口述して

いる。 

(7) 本件列車が停止した後、隣接の下り線を２０時４５分ごろに回第１６９１

Ｍ列車、２０時５３分ごろに第１５８５Ｍ列車が通過している。 

（付図３ 事故現場の概況、付図４ 事故現場付近の略図、付図５ 事故現場の脱

線の痕跡 その１、付図６ 事故現場の脱線の痕跡 その２、付図７ 脱線の状

況 その１、付図８ 脱線の状況 その２ 参照） 

 

 鉄道施設に関する情報 

2.3.2.1 路線の概要 

山陽線は、神戸駅から門司駅に至る延長５３４.４km の路線及び兵庫駅から和田

岬駅に至る延長２.７km の路線から成り、軌間は１,０６７mm である。神戸駅～西明

                         
*11 「噴泥」とは、一般的に長年の列車振動により粉砕されたバラスト粒、バラスト敷設時に混入した土、風等

による外部から運ばれた砂等が雨水等により泥状化し、列車通過時に繰り返し負荷される荷重によりバラスト

の隙間を塞いでしまい、さらに道床バラスト内を伝わって表面に噴出する現象をいう。 

左レール 右レール
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石駅間及び海田市駅～広島貨物ターミナル駅間は４線、西明石駅～海田市駅間及び

広島貨物ターミナル駅～下関駅間は複線、兵庫駅から和田岬駅間は単線であり、事

故現場のある瀬野駅～八本松駅間は複線区間である。運転保安設備は自動閉そく式

であり、ＡＴＳが設置されている。列車運行管理はＣＴＣ*12が導入されている。な

お、ＪＲ貨物は、第二種鉄道事業者*13として、貨物列車の運行を行っている。 

（付図１ 山陽線路線図、付図２ 事故現場付近の地形図 参照） 

 

2.3.2.2 線路に関する情報 

(1) 事故現場付近の軌道は、６０kg レール及びＰＣまくらぎが使用されたバラ

スト軌道である。 

(2) 事故現場付近の線形は、２８５ｋ６８１ｍから２８５ｋ２４２ｍまでが半

径３００ｍの右曲線である。このうち、２８５ｋ６０６ｍから２８５ｋ３２２

ｍまでは円曲線であり、その前後の２８５ｋ６８１ｍから２８５ｋ６０６ｍ

まで及び２８５ｋ３２２ｍから２８５ｋ２４２ｍまでは緩和曲線である。本

件曲線のカント*14は７８mm、スラック*15は０mm に設定されている。 

本件曲線から本件列車停止位置付近までの間は、２８５ｋ１５０ｍか

ら２８４ｋ８８０ｍまでが半径３００ｍの左曲線である。このうち、２８５

ｋ０７５ｍから２８４ｋ９５０ｍまでは円曲線であり、その前後の２８５

ｋ１５０ｍから２８５ｋ０７５ｍまで及び２８４ｋ９５０ｍから２８４

ｋ８８０ｍまでは緩和曲線である。カントは７８mm、スラックは０mm に設定

されている。 

また、２８４ｋ７７４ｍから２８４ｋ０４５ｍまでが半径３００ｍの左曲

線である。このうち、２８４ｋ７０４ｍから２８４ｋ１１２ｍまでは円曲線

であり、その前後の２８４ｋ７７４ｍから２８４ｋ７０４ｍまで及び２８４

ｋ１１２ｍから２８４ｋ０４５ｍまでは緩和曲線である。カントは７９mm、

スラックは０mm に設定されている。 

(3) 事故現場付近の勾配は、本件列車の進行方向を基準として、２８６ｋ４１１

ｍから２８５ｋ２２４ｍまでが２２.５‰の上り勾配となっている。事故現

                         
*12 「ＣＴＣ」とは、列車集中制御装置のことであり、Centralized Traffic Control の略称で、１地点（中央の

制御所）から広範囲な区間の多数の信号設備（被制御所である各駅の信号機など）を遠隔制御することを可能

とした列車の制御方式又は装置をいう。 

*13 「第二種鉄道事業者」とは、他人の需要に応じ、自らが敷設する鉄道線路以外の鉄道線路を使用して鉄道に

よる旅客又は貨物の運送を行う事業者をいう。（鉄道事業法第２条第３項） 

*14 「カント」とは、曲線を走行する際の遠心力が走行安全性及び乗り心地に悪影響を及ぼさないよう設定され

た、曲線外側のレールと内側のレールとの高低差をいう。 

*15 「スラック」とは、車輪の輪軸（車輪と車軸とを組み立てたもの）が無理なく曲線を通過できるよう、曲線

中の軌間を拡大する量をいう。 
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場付近から本件列車停止位置付近までの勾配は、２８５ｋ２２４ｍか

ら２８４ｋ８２１ｍまでは上り２２.０‰、２８４ｋ８２１ｍから２８４

ｋ７２９ｍまでは上り２２.５‰、２８４ｋ７２９ｍから２８４ｋ０９０ｍ

までは上り２２.３‰である。 

(4) 事故現場付近から本件列車停止位置までの間には、２８５ｋ１９１ｍか

ら２８５ｋ０９５ｍまでに本件トンネルがあり、２８４ｋ９８２ｍか

ら２８４ｋ９３５ｍまでに久井
ひ さ い

原
はら

瀬野川橋りょう、２８４ｋ８６４ｍか

ら２８４ｋ８５８ｍまでに大山架道橋、２８４ｋ７２３ｍから２８４

ｋ７１７ｍまでに大山第４橋りょうがある。 

(5) 事故現場付近の上り線の軌道には、２８６ｋ３０４ｍから２８５ｋ２３１

ｍの間において、隣接線保護のために左レール（外軌）の軌間内側に脱線防

止ガードが設置されていた。なお、急曲線低速走行時の乗り上がり脱線防止

対策として、乗り上がりに対する余裕がない場合（推定脱線係数比*16により

評価）、右レールの軌間内側に脱線防止ガードが設置される場合があるが、こ

の区間は設置が必須ではないと評価されているため、右レール（内軌）の軌

間内側に脱線防止ガードは設置されていない。 

（付図１ 山陽線路線図、付図２ 事故現場付近の地形図、付図３ 事故現場の概

況、付図４ 事故現場付近の略図 参照） 

 

2.3.2.3 運転保安設備に関する情報 

事故現場付近は、自動閉そく式の閉そく装置*17及びＡＴＳが設備されている。山

陽線の事故現場付近の運行管理は、第一種鉄道事業者*18であるＪＲ西日本の広島総

                         
*16 「推定脱線係数比」とは、急曲線低速走行時の乗り上がり脱線防止対策として、脱線防止ガード等の設置を

検討する際に用いられる乗り上がりに対する余裕に関する評価指標であり、限界脱線係数を推定脱線係数で除

して算定し、１.２を下回る曲線には脱線防止ガード等を設けることとされている。 

なお、「限界脱線係数」とは、車輪フランジがレールに乗り上がる際の、車輪フランジとレールとの接触点に

作用する輪重及び横圧の釣合い式から求めた、脱線係数（横圧を輪重で除した値）の限度値をいう。摩擦係数が

大きいほど、また接触角度（車輪フランジ角度）が小さいほど限界脱線係数の値は低下する。脱線係数が限界脱

線係数より大きな値をとった場合、脱線する可能性が生じる。また、「推定脱線係数」とは、輪重横圧推定式を

用いて計算した曲線外軌側の横圧を輪重で除した脱線係数の推定値をいう。 

 
*17 「閉そく装置」とは、１つの区間を１つの列車だけの運転に占有させ、他の列車を同時に運転させないため

に施行する運転の方式を採る装置をいう。 

*18 「第一種鉄道事業者」とは、自ら鉄道線路を敷設等して、旅客又は貨物の運送を行う事業者をいう。（鉄道事

業法第２条第２項） 

輪重

横圧

車輪フランジ角度
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合指令所でＰＲＣ*19の遠隔制御によって行われている。 

 

2.3.2.4 鉄道施設の定期検査等に関する情報 

(1) 軌道変位の定期検査 

ＪＲ西日本では、軌道の定期検査については、「鉄道に関する技術上の基準

を定める省令」（平成１３年国土交通省令第１５１号）に基づき、同社が近畿

運輸局へ届け出ている「線路構造実施基準規程」に、１年に１回の頻度で軌

道変位検査及びまくらぎ検査等を行うと規定されている。 

このうち軌道変位検査は、ＪＲ西日本の社内規程である「軌道構造整備準

則」に定める検査と併せて当該区間では年４回の頻度で高速軌道検測車によ

る動的軌道変位*20（軌間変位*21、水準変位*22、高低変位*23、通り変位*24及び５

ｍ平面性変位*25）の測定を実施している。本事故発生前直近における事故現

場付近の検査は、令和３年１０月２２日に高速軌道検測車により実施してい

る。ＪＲ西日本の社内規程である「軌道構造整備準則」において、当該区間

の線路等級は１級線に区分されており、１級線に適用される軌道変位の整備

基準値は表２のとおりである。なお、軌道検測車の空車重量は３９.７ｔであ

る。 

 

表２ 整備基準値          （単位：mm） 

軌道変位の種類 整備基準値 

軌 間 

・直線及び半径６００ｍを超える曲線  ２０（１４） 

・半径２００ｍ以上６００ｍまでの曲線 ２５（１９） 

・半径２００ｍ未満の曲線       ２０（１４） 

水 準 平面性に基づき整備を行う。 

高 低 ２３（１５） 

通 り ２３（１５） 

                         
*19 「ＰＲＣ」とは、自動進路制御システム（Programmed Route Control）の略称であり、列車ダイヤに基づき、

ＣＴＣ（列車集中制御装置）区間の全被制御駅における全列車に対する進路制御を自動的に行うものをいう。 

*20 「動的軌道変位」とは、列車荷重（又はそれに準ずる荷重）を積荷した状態における軌道変位をいう。 

*21 「軌間変位」とは、軌間内側面間の距離から左右レールの基本寸法（１,０６７mm）及びスラックを除いたも

のをいう。 

*22 「水準変位」とは、左右レールの高さの差のことをいう。また、曲線部でカントが設定されている場合には

カントを差し引いた値のことをいう。 

*23 「高低変位」とは、レール頭頂部の長さ方向での凹凸をいい、一般的には長さ１０ｍの糸をレール頭頂面に

張ったときの、その中央部における糸とレールとの垂直距離のことをいう。 

*24 「通り変位」とは、レール長さ方向の左右の変位で、一般に１０ｍ弦正矢
せ い や

の値で表され、曲線部では曲線半

径に応じた正矢を差し引いた値をいう。 

*25 「平面性変位」とは、レール長さ方向の２点間の水準の差をいい、平面に対する軌道のねじれ状態を表す値

のことをいう。２点間の距離が５ｍであれば、５ｍ平面性変位という。 
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５ｍ平面性 ２３（１８）（カントの逓減量を含む） 

※ 数値は、高速軌道検測車による動的値を示す。ただし、かっこ内の数値は、静的値を示す。 

※ 平面性は、５ｍ当りの水準変化量を示す。 

※ 曲線部におけるスラック、カント及び正矢量（縦曲線を含む。）は含まない。 

 

また、ＪＲ西日本の社内規程である「軌道構造整備準則」において、貨物

列車が運行される区間については複合変位*26を管理することとされ、複合変

位は表３に示す種別により整備することとされている。なお、変位量は絶対

値で管理している。 

 

表３ 整備対象となる複合変位 

狂い
原文ママ

の種別 
変位の 

対象延長 

対象の変位及び箇所数 

変 位 量 変位の箇所数 

Ａ ８０ｍ １８mm ４ 箇 所 

Ｂ ６０ｍ ２１mm ３ 箇 所 

Ｃ ３０ｍ ２５mm ２ 箇 所 

Ｄ －－－ ３５mm １ 箇 所 

備考 (ア) 高速軌道検測車の測定記録の複合変位が上の表の値以上になったものを 

対象とする。 

   (イ) 最高速度４５km/h以下の線区は除く。 

   (ウ) 貨物列車運転線区の一般軌道に適用される。 

   (エ) 複合変位の箇所は、両側レールを対象とすることとし、左右レールの 

複合変位が１０ｍ以上離れている場合は別個の変位とする。 

図５に示すように、ＪＲ西日本の社内規程である「軌道構造整備準則」に

定める検査の結果は全て整備基準値内であった。水準変位の測定値から、本

件貨車の軸距に近い２ｍ平面性変位を求めたところ、５ｍ平面性変位及び２

ｍ平面性変位の脱線箇所付近に周期的な波形が認められたが、５ｍ平面性変

位は整備基準値に対して十分な余裕があり、２ｍ平面性変位も特に大きなも

のはなかった。複合変位は、乗り上がり開始地点付近で最大１８.８mm で  

あったが、表３に示す整備対象となる超過はなかった。ただし、脱線箇所付

近に整備基準値よりも小さい変位量の周期的な複合変位が認められた。 

 

                         
*26 「複合変位」とは、軌道変位の管理指標の一つであり、通り変位の生じている向きに軌道面が傾くような水

準変位が生じた場合に複合変位の絶対値が大きくなるように、通り変位に水準変位の１.５倍を減じるか又は加

えたものである。複合変位が大きくなると、貨車のローリングや蛇行動が生じやすくなる。 
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図５ 本事故発生前直近の動的軌道変位測定結果 

 

また、本事故発生後に、事故現場付近の手検測（糸張り）で静的軌道変位*27

の測定を実施したところ、測定された数値は全て整備基準値内であった。 

                         
*27 「静的軌道変位」とは、人力による糸張りや軌道検測装置等により測定される、列車荷重（又はそれに準ず

る荷重）を積荷しない状態における軌道変位をいう。 
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(2) 軌道部材の定期検査 

レール、まくらぎ及び道床・路盤等の軌道部材の定期検査については、Ｊ

Ｒ西日本の「線路構造実施基準規程」に１年ごとに行うと規定されている。

事故現場付近における本事故発生前直近の軌道部材の検査については、それ

ぞれ、レール一般検査（損傷・腐食）（令和３年１０月）、まくらぎ材料検査

（令和３年８月）、橋まくらぎ材料検査（令和３年７月）及び道床材料検査（令

和３年９月）を実施しており、いずれも異常は記録されていなかった。 

また、事故現場付近の最大レール摩耗量は、令和３年１２月２５日に実施

された測定結果によると、左レール６.３mm、右レール２.９mm であり、「線

路構造実施基準規程」に定められたレール交換基準（６０kg レール：１７mm）

未満であった。 

（付図３ 事故現場の概況、付図５ 事故現場の脱線の痕跡 その１、付図６ 事

故現場の脱線の痕跡 その２ 参照） 

 

 車両に関する情報 

2.3.3.1 車両の概要 

本件列車は、前頭機関車（ＥＦ２１０形式）が、コンテナを積載した貨車（コ

キ１０４形式、コキ１０６形式及びコキ１０７形式）２３両及び補助機関車（Ｅ

Ｆ２１０形式）をけん引して２５両編成で運行していた。本件列車の編成図は図６

に示すとおりであった。ＪＲ貨物は、広島貨物ターミナル駅～西条駅間の上り列車

において補助機関車を後部に連結した協調運転*28を行っている。また、脱線した貨

車は、本件列車の１２両目のコキ１０６―４０７であり、コキ１０６形式の主要諸

元は表４のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
*28 「協調運転」とは、編成車両中の運転席相互間で連絡を取りながら、ノッチやブレーキ扱いなどの運転操作

を行って、連結部に負担を掛けないように運転することをいう。 
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図６ 本件列車編成図 

 

表４ コキ１０６形式の主要諸元 

空車重量 １８.９ｔ*29 

最大積載量 ４０.７ｔ 

車両長 ２０.４ｍ 

台車中心間距離 １４.２ｍ 

連結器高さ（空車時） ８５０mm 

台車 
インダイレクトマウント台車

（コイルばね） 

軸箱支持方式 軸ゴム＋軸箱支持ゴム 

軸ゴムのばね定数 ９.７２０kN/mm/軸箱 

軸距 １.９ｍ 

まくらばねの構造 コイルばね 

まくらばねのばね定数 ２.９８５kN/mm/台車片側 

まくらばねダンパの形式 ＯＤ５４ 

左右動ダンパの形式 ＯＤ６３ 

車輪踏面形状 修正円弧踏面 

車輪のフランジ角度*30 ６５° 

車輪内面距離 ９９０mm 

ブレーキ装置 応荷重式電磁自動空気ブレーキ 

                         
*29 ［単位換算］１ｔ＝１,０００kg（重量）、１kg（重量）：１kgf、１kgf：９.８Ｎ 
*30 「車輪のフランジ角度」とは、車輪のフランジ面が車軸の中心軸となす最大角度をいう。一般にフランジ角

度が大きいほど脱線しにくい。 
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最高速度 １１０km/h 

製造開始年 平成９年 

 

2.3.3.2 懸架装置*31の概要 

(1) 懸架装置の設計の経緯 

コキ１０６形式は、国際海上コンテナの輸送需要の高まりを受け、平成９

年から製造が開始されたコンテナ貨車である。コキ１０４形式からコ

キ１０６形式への構造改良時に、国際海上コンテナの積載を可能とするため、

まくらばねのばね定数を大きくし、軸ばねは半円筒ゴムから、軸ゴムと軸箱

支持ゴムに分割してばね定数を小さくし、レールからの振動伝達量を低減さ

せて車体及び積荷への衝撃を和らげる設計が行われた。一方、まくらばねダ

ンパについては、設計当初から部品の標準化を図るため、コンテナ貨車ではコ

キ１００形式以降に用いられているＯＤ５４を使用することとして、車体への

取付長を含めて見直しは行わなかった。なお、コキ１００形式の設計は日本

国有鉄道時代に始められており、懸架装置の設計に関する資料では、コンテ

ナを積載していない状態（以下「空車状態」という。）と貨車に最大積載量の

積荷を積載している状態（以下「最大積車状態」という。）を考慮した設計と

なっており、荷重が空車状態から最大積車状態までの範囲にある状態（以下

「中間荷重状態」という。）を考慮した設計は行われていなかった。 

その後、平成２４年９月１１日に江差
え さ し

線釜谷
か ま や

駅～泉 沢
いずみさわ

駅間、及び平成２６

年６月２２日に江差線泉沢駅～札苅
さつかり

駅間で発生したＪＲ貨物の列車脱線事故

の調査において、コキ１０６形式以降に製造された貨車は、積載条件に よ

っては、まくらばねダンパの減衰特性がその能力を十分発揮できない“走行

安全性に対して不利な状態”が存在し、この傾向が顕著になることが明らか

になり、同事故の報告書*32*33で積荷の積載量にかかわらず適正な減衰が得ら

れる懸架装置を設備することの重要性が指摘されている。ＪＲ貨物では、こ

れらの報告書の内容を受けて、コキ１０６形式及びコキ１０７形式について、

減衰性能を改善したダンパへの交換を進めているところであった。しかしな

がら、本件貨車については、改善したダンパへは交換されていなかった。 

 

                         
*31 「懸架装置」とは、車軸と車体を連結する装置で、ばねやダンパと、それらを保持するフレーム等を配置し

た構造であり、車軸及び車体の位置決め機能、振動の緩衝機能をもち、走行安全性や乗り心地の確保にかかわ

る。 

*32 運輸安全委員会：鉄道事故調査報告書ＲＡ２０１５－９、日本貨物鉄道株式会社 江差線 釜谷駅～泉沢駅間 

列車脱線事故、平成２７年１２月１７日公表（平成２４年９月１１日発生） 

*33 運輸安全委員会：鉄道事故調査報告書ＲＡ２０１５－９、日本貨物鉄道株式会社 江差線 泉沢駅～札苅駅間 

列車脱線事故、平成２７年１２月１７日公表（平成２６年６月２２日発生） 



 

- 19 - 

(2) 本件貨車の懸架装置の構造 

本件貨車に設備された懸架装置の位置を図７に示す。 

客車に比べ貨車は空車状態から最大積車状態までの積載量の変動の幅が車

体重量に比べて大きいことから、まくらばねダンパは積載重量により‘まく

らばねのたわみ量によって決まるまくらばねダンパの長さ（まくらばり側ダ

ンパ受と台車側ダンパ受の距離）’（以下「ダンパ長」という。）が変化するの

に応じて減衰特性が自動的に切り替わる構造になっている。空車状態で静止

したダンパ長は４３０mmであるが、貨車に積荷等が積載されダンパ長

が４１５mmより縮むと減衰力が大きくなる特性（以下「“積車特性”」という。）

に切り替わり（減衰特性が切り替わる４１５mmのダンパ長を、以下「特性切

替長」という。）、４１５mmより伸びると減衰力が小さくなる特性（以下「“空

車特性”」という。）に切り替わる構造である。このため、まくらばねダンパ

の減衰の特性は、静止時における減衰の特性で固定されるものではなく、走

行中の車体の振動に伴って、まくらばねダンパも伸縮し“積車特性”と“空

車特性”が切り替わる構造となっている。図８に空車から満載まで積載条件

を変えて実施した数値解析結果に基づく改良前のダンパ（現行特性）及び改

良ダンパ（改良特性）の減衰特性図を示す。改良ダンパでは空車特性を廃止

し、低ピストン速度領域での減衰力を向上させるような特性となっている。 

コキ１０６形式の諸元から、積載の状態に応じた静止時のダンパ長を計算

したところ表５のとおりであった。特性切替長である４１５mmに縮む積載量

は１８.３ｔであり、事故発生時の積載量が各まくらばねに均等に掛かった

場合、減衰特性は“積車特性”となり、大きな減衰特性を示す。 
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図７ 本件貨車の懸架装置の位置 

 

 

図８ 減衰特性図 

 

表５ 積載の状態に応じた静止時のダンパ長（コキ１０６形式） 

 空車状態 

まくらばね 

ダンパの 

特性切替 

事故発生時 

の積載量 

最大 

積車状態 

積載量 (ｔ) 0.0 18.3 32.55 40.7 

まくらばね変位量 (mm) (注 0.0 15.0 26.7 32.0 

ダンパ長 (mm) 430.0 415.0 403.3 398.0 

まくらばねダンパの減衰 小さい  大きい 

 (注 まくらばねの変位量は各まくらばねに均等に荷重がかかった場合で計算) 
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2.3.3.3 本件貨車の状況 

(1) 定期検査等の状況 

本事故前直近の定期検査等の実施状況は、次のとおりであり、各検査の記

録に異常を示すものは認められなかった。 

新   製      平成１１年１１月１０日 

全 般 検 査      令和 元 年 ９ 月３０日 

交 番 検 査（指定取替）令和 元 年 ９ 月３０日 

交 番 検 査      令和 ３ 年１２月 ９ 日（車輪削正含む） 

仕 業 検 査      令和 ３ 年１２月２５日 

なお、車輪削正後の走行距離は １１,６１５.８km であった。 

(2) 車輪、踏面形状等の状況 

本事故前直近の交番検査（令和３年１２月９日）における、本件貨車の輪

軸各部の測定結果によれば、車輪直径、フランジ高さ、フランジ外側面距離*34

及び車輪内面距離のいずれも、「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」の

実施に関する基準として、同省令に基づき、‘ＪＲ貨物が関東運輸局に届け出

ている貨車整備実施基準’（以下「貨車整備実施基準」という。）及びＪＲ貨

物の社内規程である貨車整備実施基準細則に定められた限度値（車輪直

径７７５mm 以上、フランジ高さ２５.０～３４.５mm、フランジ外側面距

離５２０～５２７mm、車輪内面距離９８９～９９３mm）内であった。また、

本事故後に測定された本件貨車の輪軸各部の寸法は、いずれも上述した限度

値内であった。 

また、本事故後に測定された各車輪の車輪踏面の描写記録は、打痕等によ

り変形していた前台車の第１軸及び第２軸のフランジ先端部以外は、いずれ

もＪＲ貨物の車輪図面上の形状とほぼ同じであった。 

(3) 軸ゴム及び軸箱支持ゴムの状況 

本事故発生直近の交番検査における本件貨車及び台車の組立寸法は整備基

準値内であった。また、本件貨車の軸ゴム、軸箱支持ゴム及びまくらばねに

ついて、本事故後のＪＲ貨物等の調査によると、軸ゴム及び軸箱支持ゴムに

損傷及び変形が確認されたが、これは事故時に過大な荷重を受けたことによ

る破損と推定される。 

 

 

 

                         
*34 「フランジ外側面距離」とは、車輪一対の中心線から、車輪踏面基準点の１０mm 下方位置までの水平距離を

いう。 
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2.3.3.4 コンテナ内の積荷の積載状況 

本件貨車は、１２フィート背高コンテナ（２０Ｄ形式）を５個積載し、コンテナ

の寸法は表６のとおりであり、各コンテナの積載荷重は５ｔである。 

本事故後に積荷の状況を確認したところ、コンテナ１～５（前から順にコンテナ１

～コンテナ５と付した。）には、洋紙が積載されていた。各コンテナには、洋紙が右

側の壁に寄せて積載され、それぞれ進行方向左側に緩衝材であるエアバックが積まれ

ていた。いずれのコンテナにも荷崩れは見られなかった。積荷を積載したコンテナ

は、大竹駅に事故発生日前日の１２月２７日に持ち込まれ、貨車に積載されていた。

また、同日に本件列車とは別の第１０９４列車に連結されて広島貨物ターミナル駅

まで輸送された。その後、広島貨物ターミナル駅で本件列車に連結された。 

積荷の重量は、表７のとおりであり、５個のコンテナの重量の合計は、約３２.５５

ｔであり、本件貨車の最大積載量である４０.７０ｔ以下であった。各コンテナの左

右偏積率は１１.７～２１.５％であり、‘集配車両の転倒防止に向けた偏積防止マ

ニュアル’（２０１５年１０月、公益社団法人全国通運連盟（以下「通運連盟」とい

う。））（以下「偏積防止マニュアル」という。）に記載された、ＪＲ貨物の指針であ

る１２フィートコンテナ単体での管理目標指針１０％を大きく超過していた。 

なお、本件貨車の積荷の状況を図９に示す。 

 

            表６ コンテナの寸法       （単位：mm） 

外法 内法 入口 

高さ 幅 長さ 高さ 幅 長さ 高さ 長さ 

2,600 2,450 3,715 2,352 2,275 3,647 2,287 3,635 
 

 

表７ コンテナ重量測定結果（空のコンテナは1.700t） 

進行方向 順 １ ２ ３ ４ ５ 

コンテナ番号 (注 20D-4980 20D-2951 20D-2183 20D-8564 20D-4849 

重量 右側 kg 3,795 3,860 3,870 3,885 3,670 

重量 左側 kg 2,860 2,610 2,500 2,595 2,900 

重量 合計 kg 6,655 6,470 6,370 6,480 6,570 

左右偏積率 ％ 14.0 19.3 21.5 19.9 11.7 

(注 コンテナ番号は列車進行方向前から順に数える) 
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図９ 本件貨車の積荷の状況 

 

2.3.3.5 静止輪重及び静止輪重比の状況 

本件貨車の新製時（平成１１年１１月）に測定された静止輪重及び左車輪の静止

輪重比*35は、表８のとおりであった。 

 

表８ 新製時の静止輪重及び左車輪の静止輪重比 

 

前台車 後台車 

第１軸 第２軸 第１軸 第２軸 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

右車輪 24.7 

0.96 

24.0 

0.96 

22.2 

1.03 

22.6 

1.04 

左車輪 22.7 22.1 23.7 24.5 

                         
*35 「静止輪重比」とは、１軸の輪軸に対し、片側の車輪の輪重をその軸の平均輪重で除した値をいう。 
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本事故後に、損傷の激しい本件貨車による輪重測定はできなかったため、本件貨

車と同型式のコキ１０６－５３７を用いて測定した静止輪重及び左車輪の静止輪重

比は、表９のとおりであった。 

空車状態での左車輪の静止輪重比は、１.００～１.０８であった。一方、本事故

時に本件貨車に積まれていたコンテナを積載した状態での左車輪の静止輪重比

は、０.７５～０.７９であり、左車輪の輪重が２１～２５％小さい状態であった。 

貨車整備実施基準において、本件貨車であるコキ１０６形式は静止輪重の管理を

行う対象とはなっていない。しかしながら、コンテナを積載した状態の本件貨車の

左右偏積率は、偏積防止マニュアルに記載された、ＪＲ貨物の指針である貨車全体

での左右偏積率の管理目標指針１５％を超過していた。なお、左車輪（外軌側）の

輪重は約５ｔ、右車輪（内軌側）の輪重は約８ｔであった。このときのダンパ長は、

図１０に示すように、事故時の積載をした場合、前台車の左（外軌）側が４１５mm、

右（内軌）側が３９８mmとなり、2.3.3.2 に記述したダンパの切替長近傍の長さを示

した。 

 

表９ 本事故後の静止輪重及び左車輪の静止輪重比 

 

前台車 後台車 

第１軸 第２軸 第１軸 第２軸 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

静止輪

重(kN) 

静 止 

輪重比 

空車状態 

右車輪 20.5 

1.08 

20.7 

1.08 

22.4 

1.02 

22.4 

1.00 

左車輪 24.2 24.2 23.0 22.5 

事故当時 
の 

積載状態 

右車輪 76.6 

0.79 

78.2 

0.79 

75.1 

0.78 

76.0 

0.75 

左車輪 50.1 50.6 48.0 45.3 
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図１０ 静止時のダンパ長の測定結果 

 

２.４ 鉄道施設及び車両の損傷、痕跡等に関する状況 

 鉄道施設の損傷及び痕跡等の状況 

(1) 本件曲線の２８５ｋ３３１ｍ付近から２８５ｋ３２６ｍ付近までの間に、

左レール（外軌）上を軌間内側から外側へと斜めに横切る車輪によるものと

みられる痕跡があった。 

(2) 本件曲線の２８５ｋ３２６ｍ付近から２８４ｋ８８１ｍ付近までの間、左

レール（外軌）及び右レール（内軌）の左側に車輪が走行したことによるも

のとみられる痕跡が続いており、まくらぎ及びレール締結装置が損傷してい

た。 

(3) 脱線開始地点付近から本件貨車停止位置付近までの間、右レールの左側に

敷設されていた脱線防止ガードの変形及び破損が認められた。破損した脱線

防止ガードのうち、２８４ｋ９９２ｍから２８４ｋ９８６ｍの間の脱線防止

ガードは破損、変形した後、列車停止後の本件貨車の車体の横梁
はり

とコンテナ

底部の間に挟まり、梁を支点にくの字になり、梁に巻き付くように曲がって

いた。 

(4) 脱線開始地点付近から本件貨車停止位置の間におけるエキスパンドメタル

に、車輪が走行したことによるものとみられる損傷及び変形が認められた。 

(5) 脱線開始地点付近から本件貨車停止位置の間において、軌道回路のレール

ボンド*36等に損傷が認められた。 

（付図３ 事故現場の概況、付図４ 事故現場付近の略図、付図５ 事故現場の脱

線の痕跡 その１、付図６ 事故現場の脱線の痕跡 その２ 参照） 

                         
*36 「レールボンド」とは、レール間の電気的接続を良好にするために、レールの継目部に取り付けられる部材

をいう。 
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 車両の損傷及び痕跡等の状況 

 2.4.2.1 本件貨車の損傷及び痕跡等の状況 

本件貨車の主な損傷状況は、以下のとおりであった。 

(1) 前台車の車輪上方の車体下面には、脱線時及び脱線後の走行によって車輪

が付けたとみられる接触痕が多数あった。 

(2) 前台車に、脱線により生じたとみられる以下の損傷等が認められた。 

① 前台車の第１軸について、右車輪の軸ゴム及び軸箱支持ゴムが損傷し、

軸箱もり控えが曲損していた。また、左車輪の軸箱支持ゴムが損傷し、軸

箱もり控えに接触痕があった。 

② 前台車の第２軸について、右車輪の前後にある軸ゴム及び軸箱支持ゴム

が損傷し、軸箱もり控えが曲損していた。 

③ 全車軸（第１軸及び第２軸）の車輪踏面及びフランジに、脱線時及び脱

線後に付いたとみられる多数の打痕及び擦過痕があった。 

(3) 後台車の第１軸については、左車輪の軸箱支持ゴムが損傷し、軸箱もり控

えに接触痕があった。 

(4) 定圧空気タンク及び二つの供給空気タンクが損傷していた。ブレーキ管の

折損、元空気管等の多くの配管の損傷が認められた。 

(5) 脱線防止ガードが、車体中央付近の横梁に巻き込んだ状態で、本件貨車の

中央に積載されたコンテナと車体の間に挟まっていた。脱線防止ガードの片

端（前側）は、曲損し、車体に巻き込んだ状態で、他端（後ろ側）は軌道の

地面上にあった。 

（付図９ 本件貨車の損傷状況、付図１０ 本件貨車の配管の損傷状況、付図１１ 

台車の損傷状況 その１、付図１２ 台車の損傷状況 その２、付図１７ 本件

貨車及び脱線防止ガードの動き 参照） 

 

2.4.2.2 本件貨車の後方車両の損傷及び痕跡等の状況 

本件貨車から後部３両の車軸に損傷があり、１５両目のコキ１０７－１９１９の

床下にエキスパンドメタルが巻き込まれていた。 

 

２.５ 乗務員等に関する情報 

 乗務員に関する情報 

(1) 運転士Ａ ２７歳 

甲種電気車運転免許 平成２８年２月１８日 

① 勤務状況 

直近１週間の勤務状況は、以下のとおりであった。 
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12/22 12/23 12/24 12/25 12/26 12/27 12/28 

泊まり 非番 

泊まり 

非番 休 休 泊まり 非番 

② 適性検査の状況 

「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」に基づいて実施された「運

転適性検査」及び「医学適性検査」の直近の記録によると異常はなかった。 

(2) 運転士Ｂ ３２歳 

甲種電気車運転免許 平成２２年４月１３日 

① 勤務状況 

直近１週間の勤務状況は、以下のとおりであった。 

12/22 12/23 12/24 12/25 12/26 12/27 12/28 

日勤 日勤 休 泊まり 非番 休 泊まり 

② 適性検査の状況 

「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」に基づいて実施された「運

転適性検査」及び「医学適性検査」の直近の記録によると異常はなかった。 

 

 指令員に関する情報 

本事故発生時における、各指令員（指令員Ａ、指令員Ｂ及び指令長）の指令業務

の経験は以下のとおりであった。 

 

指令業務の経験 

(1) 指令員Ａ ３３歳 ２年１０か月 

(2) 指令長  ３９歳 １０年６か月 

(3) 指令員Ｂ ３５歳    ４か月 

 

本事故発生直近１週間の勤務状況は、以下のとおりであった。 

 12/22 12/23 12/24 12/25 12/26 12/27 12/28 

指令員Ａ 泊まり 非番 休 休 休 休 泊まり 

指令長 泊まり 非番 休 休 休 休 泊まり 

指令員Ｂ 休 休 泊まり 非番 休 休 泊まり 

 

２.６ コンテナへの積荷の積載等に関する情報 

 コンテナへの積荷の積載等の概要 

本件貨車に積載していた積荷は、2.3.3.4 に記述したように洋紙であり、本件貨
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車への積載に至るまでの間における、荷主、貨物利用運送事業者等の関係は図１１

のとおりである。 

積荷の集荷からコンテナへの積付け及び貨車への積載については、概略次のとお

りである。 

(1) 日本製紙株式会社大竹工場（以下「日本製紙大竹工場」という。）から日本

製紙物流株式会社中国営業部（以下「日物中国営業部」という。）に対して積

荷（洋紙）の出荷指示が出る。 

(2) 日物中国営業部から大竹運送株式会社（以下「大竹運送」という。）に出荷

作業を依頼する。 

(3) 日物中国営業部から、日本通運株式会社大竹支店（以下「日通大竹支店」

という。）に製品を積み込んだコンテナの輸送を依頼する。 

(4) 日通大竹支店がＩＴ‐ＦＲＥＮＳ*37を使用してＪＲ貨物に運送申込みを行

う。 

(5) 大竹運送が積荷をコンテナに積み込み、大竹運送又は日通大竹支店が施封

する。その後、コンテナを日通大竹支店に引き渡す。なお、コンテナについ

ては、日通大竹支店が、事前にトラックにより空のコンテナを貨物駅から集

荷先である日本製紙大竹工場まで運ぶ。 

(6) 日通大竹支店がコンテナをトラックに積載し、ＪＲ貨物の大竹駅まで運送

する。その後、コンテナをＪＲ貨物の大竹駅に引き渡す。 

(7) ＪＲ貨物の大竹駅フォークリフトオペレーターが、コンテナを貨車へ積載

する。 

 

なお、各社の関係については、ＪＲ貨物は利用運送事業者である日通大竹支店と

契約関係にあるが、工場内においてコンテナに積付けを行う大竹運送及び荷主であ

る日本製紙大竹工場と契約関係にはない。また、日通大竹支店は、日本製紙大竹工

場と契約関係になく、日物中国営業部が日通大竹支店と運送契約関係、日本製紙大

竹工場と輸送管理契約関係にある。さらに、日本製紙大竹工場は大竹運送と製品管

理・出荷積込契約関係にある。 

また、ＪＲ貨物と貨物運送契約を結ぶ相手方（利用運送事業者等）が遵守すべき

貨物運送約款を以下に示す。 

 

 

                         
*37 「ＩＴ‐ＦＲＥＮＳ」とは、ＪＲ貨物が２００５（平成１７）年に導入した鉄道コンテナ輸送を総合的に管

理するシステムをいう。コンテナの予約管理、列車の着発・位置管理、コンテナや貨車の所在管理などの機能

を有する。 
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図１１ 積荷関連会社間の契約関係図（大竹駅発送 洋紙・巻取紙） 

 

貨物運送約款（抜粋） 

（貨物の積載方法） 

第２４条 貨車に荷物を積載する場合の積載方法等の条件は、次の各号に定

ＪＲ貨物

輸送管理契約

日本製紙大竹工場

日通大竹支店

運送契約製品積込後
コンテナ引渡し

日物中国営業部大竹運送

製品管理・出荷積込契約

出荷作業依頼

コンテナ引渡し運送契約

輸送依頼

日本製紙大竹北工場内

運送申込

出荷指示

（凡例）
：契約関係
：情報の流れ
：貨物の流れ
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めるとおりとします。 

（１）貨物の積載方法は、貨車の床面上にその重量が均衡するよう負担させ

るものとし、かつ、貨物が容易に移動しないようにすること。 

（略） 

（コンテナへの積込み及びコンテナからの取卸し）  

第３４条 貨物のコンテナへの積込み及びコンテナからの取卸しの作業は、

駅以外の場所で行うものとします。ただし、当社が認めた場合は、駅で行

うことができます。  

２ 貨物は、床面上にその重量が均衡するよう、かつ、容易に移動しないよ

う積み込むものとします。  

（略） 

（コンテナの施封及び開封）  

第３６条 コンテナの施封は、施封のできない特別の事情のある場合を除い

て、荷送人が当社にコンテナを引渡す
原 文 マ マ

までに行うものとします。  

２ コンテナの開封は、荷受人が行うものとします。 

３ コンテナの施封に使用する封印環は、当社指定のものとします。 

 

 偏積防止に係る対応に関する情報 

ＪＲ貨物は、２.１０に後述する江差線で発生した列車脱線事故以降、積荷の偏積

を防止するために、以下の取組を実施してきた。その概要を表１０に示す。 

(1) 利用運送事業者向けのガイドラインの周知・徹底 

ＪＲ貨物は、コンテナ貨物への偏積による事故発生リスク低減に向けた更

なる対策の一環として、標準的な荷姿や荷物を積み付けた場合のコンテナ左

右偏積率について、コンテナ左右偏積率の試算に利用できるよう簡易計算ソ

フト等を添付した「コンテナ積付けガイドライン」（以下「ガイドライン」と

いう。）を策定し、通運連盟に対して、「事故発生リスク低減に向けた更なる

対策へのご協力お願いについて（要請）」（平成２６年７月１０日）によりガ

イドラインを利用運送事業者に案内するように要請した。これを受けて、通

運連盟から利用運送事業者に対して、連盟メール通信第２３９号「事故発生

リスク低減に向けた更なる対策へのご協力お願いについて（要請）」（平成２６

年７月１６日）によりガイドラインを案内した。 

(2) 偏積防止マニュアルの作成及び遵守 

通運連盟では、ＪＲ貨物のガイドラインを踏まえ、平成２７年１０月、「集

配車両の転倒防止に向けた偏積防止マニュアル」を作成し、各利用運送事業

者に配布した。 
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しかしながら、図１１の積荷関連会社のうち、通運連盟の会員である日通

大竹支店以外の各社（日本製紙大竹工場、日物中国営業部及び大竹運送）は、

ガイドライン及び偏積防止マニュアルの存在を知らなかった。なお、日本製

紙物流株式会社は、通運連盟の会員であるが、表１０に示す文書等を通運連

盟から受領していなかった。 

日本通運株式会社（以下「日通本社」という。）によると、日通本社から日

通大竹支店を含む同社内の各支店に対して、偏積防止の徹底等について周知

し、定期的に教育を実施してきたとのことである。しかしながら、日通大竹

支店を含む各支店に対して、積込会社などの関係会社に周知徹底するように

は、要請していなかったとのことである。 

(3) コンテナごとの偏積状態をチェックできるポータブル重量計及びトップリ

フターによる測定の導入 

ＪＲ貨物は、コンテナごとの左右の偏積率を測定する装置として、ポータ

ブル重量計を導入するとともに、トップリフターの仕様を変更し、偏心荷重

測定装置を搭載した。これらによる測定の結果、コンテナの左右の偏積率が

管理目標指針を超過していた場合、利用運送事業者が現場で直す（是正する）

こととし、再度測定して偏積率が管理目標指針以内となったことを確認した

上でコンテナを貨車に積載することとした。全国１２駅（札幌貨物ターミナ

ル駅、苫小牧貨物駅、函館貨物駅、秋田貨物駅、新潟貨物ターミナル駅、隅

田川駅、越谷貨物ターミナル駅、名古屋貨物ターミナル駅、富山貨物駅、大

阪貨物ターミナル駅、広島貨物ターミナル駅、福岡貨物ターミナル駅）に  

ポータブル重量計を配備し、コンテナの重量バランス（サンプルチェック）

の計測を実施していた。 

(4) 走行中の左右の輪重バランスをチェックする機能を有する輪重測定装置の

設置 

ＪＲ貨物は、江差線を走行する列車の積荷の偏積を確認するため、４駅（東

室蘭駅、函館貨物駅、盛岡貨物ターミナル駅、秋田貨物駅）に、貨車にコン

テナを積載し列車を編成した状態で、走行しながら輪重を測定して輪重のア

ンバランスを検知できる歪みゲージを用いた輪重測定装置を設置した。 

同装置を通過する貨車の輪重比率が一定の閾値
しきいち

を超えた場合、関係駅及び

貨物指令に通知し、当該車両を途中駅で開放し、偏積の有無を確認していた。 

ＪＲ貨物は、ポータブル重量計による調査及び輪重測定装置による調査に

おいて偏積が確認された場合は、利用運送事業者に積み直しを求めている。

しかしながら、偏積が確認されたときに、偏積があったコンテナの積み直し

の手配等を利用運送事業者に連絡するものの、偏積したコンテナの積み直し
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に重点が置かれていたため、ＪＲ貨物が主導して偏積が生じた原因を追及し

再発防止策を講ずる仕組みはなく、ＪＲ貨物から利用運送事業者や積込会社

に対する要請が十分に行われていないとのことであった。また、利用運送事

業者においても偏積の原因究明及び再発防止策を関係会社と十分に共有する

仕組みがなかった。 

 

表１０ 偏積防止に係る対応事項 

ＪＲ貨物から通運連盟に発信 通運連盟から利用運送事業者に発信 

平成２４年４月２６日 江差線 泉沢駅～釜谷駅間 列車脱線事故発生 

「コンテナ貨物における偏積の防止について（要

請）」（平成２４年５月８日） 

 

 メール通信第１８０号 

「コンテナ貨物における偏積の防止の徹底につい

て」（平成２４年５月１８日） 

平成２４年９月１１日 江差線 釜谷駅～泉沢駅間 列車脱線事故発生 

「偏積防止に向けた取組みについて（協力依頼）」

（平成２５年１２月１７日） 

 

 メール通信第２２０号 

「偏積防止に向けた取組みに関するＪＲ貨物への

協力方について」（平成２５年１２月１７日） 

平成２６年６月２２日 江差線 泉沢駅～札苅駅間 列車脱線事故発生 

「コンテナ貨物における偏積の防止について（再

要請）」（平成２６年６月２３日） 

 

 メール通信第２３２号 

「コンテナ貨物における偏積の防止について」（平

成２６年６月２７日） 

「運送引受けにあたっての厳正な取扱いの徹底に

ついて（再要請）」（平成２６年６月３０日） 

 

 メール通信第２３５号 

「運送引受けにあたっての厳正な取扱いの徹底に

ついて（再要請）」（平成２６年７月１日） 

「事故発生リスク低減に向けた更なる対策へのご

協力お願いについて（要請）」（平成２６年７月１０

日） 
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・ガイドラインを案内 

  （標準的な荷姿貨物の偏積率試算・偏積率簡易

計算ソフト） 

 メール通信第２３９号 

「事故発生リスク低減に向けた更なる対策へのご

協力のお願いについて（要請）」（平成２６年７

月１６日） 

報告書公表（平成２４年４月２６日発生 江差線 泉沢駅～釜谷駅間 列車脱線事故） 

（平成２６年７月２５日） 

「偏積防止対策としての積付状況の写真撮影につ

いて（要請）」（平成２６年９月４日） 

 

 メール通信第２４１号 

「偏積防止対策としての積付状況の写真撮影につ

いて（要請）」（平成２６年９月４日） 

 「偏積防止マニュアル」の配布 

（平成２７年１０月） 

報告書公表（平成２４年９月１１日 江差線 釜谷駅～泉沢駅間 列車脱線事故） 

報告書公表（平成２６年６月２２日 江差線 泉沢駅～札苅駅間 列車脱線事故） 

（平成２７年１２月１７日） 

「事故発生リスク低減に向けた対策へのご協力お

願いについて（要請）」（平成２７年１２月１８日） 

 

 メール通信第３２３号 

「事故発生リスク低減に向けた対策へのご協力お

願いについて（要請）」（平成２７年１２月１８日） 

「主な偏積となるパターンに関する注意喚起につ

いて」（平成２９年１１月７日） 

 

 メール通信第１７０２２号 

「偏積に関する注意喚起について」（平成２９

年１１月２０日） 

令和３年１２月２８日 山陽線 瀬野駅～八本松駅間 列車脱線事故発生 

 

 ＪＲ貨物大竹営業所の対応に関する情報 

平成２７年１月に、ＪＲ貨物大竹営業所は大竹駅に関係する日通大竹支店を含め

た利用運送事業者に対し、ガイドラインを配布しコンテナ内の偏積防止を要請した。
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さらに、同年６月にコンテナへの貨物積付け時における留意点が記載されたパンフ

レットを配布し、偏積防止の要請を行った。なお、これらの情報は、日通本社から

も日通大竹支店に展開されていた。 

その後、平成２９年及び令和２年に、日本製紙大竹工場から出荷された積荷を積

んだコンテナが大竹駅で貨車に積み込まれ、列車走行後に偏積であることが判明し

た事象がそれぞれ１件発生した。原因はともに、利用運送事業者である日通大竹支

店が積み付けたコンテナで、同社の不慣れな社員が積載したことにより偏積の状態

となったものであった。ＪＲ貨物によると、利用運送事業者である日通大竹支店に

対し、再発防止の要請を口頭で行ったとのことであり、文書や書面等の記録はな  

かった。また、これらの事象について、日本製紙大竹工場及び大竹運送に情報は共

有されていなかった。 

 

 偏積の確認体制に関する情報 

ＪＲ貨物は、偏積の状況を確認するため、ガイドラインに基づき利用運送事業者

である日通大竹支店が作成した‘コンテナ偏積率試算チェックシート及びコンテナ

内部の荷姿を撮影した写真’（以下「チェックシート等」という。）を用いたサンプ

ル調査を行っていた。 

積荷は、定型的貨物及び非定型的貨物に分けられ、本事故時に積載されていた洋

紙は、定型的貨物に該当する。非定型的貨物を中心とした偏積の状況のサンプル調

査では、利用運送事業者に対してチェックシート等の提出を求めるサンプル調査を

定期的に行い、適切な積付けが行われているか確認している。これに対し、定型的

貨物に対して実際に行われていたサンプル調査では、荷姿の形態ごとに作成された

基本パターンのチェックシート等の台帳の有無を年に１回確認するのみで、チェッ

クシート等と実際に積込みを行ったコンテナの状況とを突き合わせる調査は、利用

運送事業者である日通大竹支店が行うことになっている。そのため、ＪＲ貨物は、

積荷の現物や写真等での荷姿の確認を行わず、台帳の確認のみで偏積がないと判断

していた。したがって、チェックシート等と異なる積込みがなされたコンテナがあ

るか否かについて、ＪＲ貨物が確認することは困難であった。 

なお、大竹駅においては、2.6.2 に記述したポータブル重量計、輪重測定装置等

の機器を装備していないため、機器等で偏積を確認する検査は実施されていなかっ

た。 

 

 積荷関連会社の情報共有に関する情報 

平成２７年より前から日本製紙大竹工場から出荷された積荷について、ＪＲ貨物

で運搬後の出荷先からの積荷の傷に対するクレームが多いことが問題となっていた。
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そこで、平成２７年春ごろから、毎月１回、コンテナの荷傷に関する情報を共有し、

その対策について検討・実施することを目的とした荷傷会議が開催されていた。出

席者は、日通大竹支店、日本製紙大竹工場、日物中国営業部及び大竹運送の各担当

者であった。会議では、積荷の配置を変える、緩衝材を入れる及び荷崩れ防止のた

めラップを巻くなどの対策を実施し、成果として荷傷の発生は減少していた。 

荷傷会議は江差線列車脱線事故以降に始まり毎月開催されていたものの、積荷の

傷を防止することのみが目的となっていたため、偏積に関する情報を共有すること

はなかった。令和３年９月からは、オブザーバーとしてＪＲ貨物も荷傷会議に参加

するようになり、同年１０月に実施された荷傷会議において、ＪＲ貨物は、偏積防

止に関する資料であるガイドラインを配布し説明をしたとのことであった。ＪＲ貨

物以外の出席者（日本製紙大竹工場、日物中国営業部、日通大竹支店及び大竹運送）

によると、資料が配付されたものの説明があったかは記憶がなく、会議を通じて偏

積に関する話題はなかったと認識しているとのことであった。 

日本製紙大竹工場では、工場内の発送場（ホーム）で荷物の積付けを行うため、

コンテナの片側の扉から行うことになる。図１２に示すように、荷物を奥の壁際に

寄せて積み付け、手前の空いたスペースに緩衝材であるエアバッグを挿入すること

としていた。なお、奥の壁際に寄せる積付け方については、本会議において決めた

ということであるが、その理由及び時期については、各関係会社においても資料が

ないことから不明であった。 

 

 

図１２ フォークリフトによるコンテナへの積荷の積載状況 

（令和４年２月３日 調査官 撮影） 
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２.７ 運転取扱いに関する情報 

 事故現場付近の運転取扱いに関する情報 

ＪＲ貨物の「運転取扱実施基準」及び「列車運転速度表」によると、瀬野駅から

八本松駅間の列車の運転最高速度は１１０km/h であり、事故現場付近の半径３００

ｍの右曲線における制限速度が６５km/h である。 

なお、本件曲線における均衡速度*38は５２.８km/h である。 

（付図３ 事故現場の概況、付図４ 事故現場付近の略図 参照） 

 

 協調運転に関する情報 

ＪＲ貨物は、2.3.3.1 に記述したように、広島貨物ターミナル駅～西条駅の間の

上り列車運転時において、列車の後部に補助機関車を連結した協調運転を行ってい

るが、協調運転の運転取扱いについては、乗務区において毎月実施する定例訓練等

で教育が行われていた。運転取扱いについての主な内容は次のとおりである。 

(1) 補助機関車運転士は異常時を除き、前頭機関車運転士の指示がなければ 

ノッチ扱い及びブレーキ扱い等の運転操作を行わない。 

(2) 補助機関車のノッチ段数は、前頭機関車と同等かそれ以下とする。 

 

 列車防護の取扱いについて 

列車防護の取扱いについては、ＪＲ貨物の「運転取扱実施基準」及び「運転士異

常時の手引」に次のとおり定められている。 

(1) 運転取扱実施基準 

（列車防護による停止手配） 

第３０３条 列車の脱線、転覆及び線路の故障その他のため、関係列車を急

きょ停止させる必要が生じたときは、すみやかに支障箇所の外方６００ｍ（特

に指定した線区にあっては７５０ｍ）以上を隔てた地点に携帯用信号炎管に

よる停止信号を現示して、列車を防護しなければならない。 

２ （略） 

３ 前各項の列車防護を行う場合、現示箇所へは携帯用信号炎管による停止

信号を現示しながら走行するものとする。 

４ 前各項の列車防護を行う場合で、車両用信号炎管及び防護無線機が使用

できるときは、その前に、それらによる停止信号を現示しなければならない。 

５ （略） 

 

                         
*38 「均衡速度」とは、曲線上を車両が走行する際、車両に作用する超過遠心加速度（軌道面に平行な平面内の

左右方向の定常加速度）が０となるときの走行速度をいい、カント、曲線半径及び軌間から求められる。 
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(2) 運転士異常時の手引 

ＪＲ貨物では、過去に発生した列車脱線事故（鉄道事故調査報告書 日本

貨物鉄道株式会社 函館線 大沼駅構内 列車脱線事故、平成２７年１

月２９日公表（平成２５年９月１９日発生））において、列車脱線後に機関車

のブレーキ管圧力が低下し続けた状態であったことから、「運転士異常時の

手引」を平成２７年に改正し、‘運転中ブレーキ操作を行わない状態でブレー

キ管圧力の指針の降下を認めた場合の取扱い’を定めた。 

 

Ⅳ―２ 運転中、ブレーキ操作を行わない状態でブレーキ管圧力の指針の降

下を認めた場合の取扱い 

※ＡＴＳ、ＥＢ、後退検知の誤動作を除く 

（空気ホース破損、列車分離、列車脱線、原因不明） 

 

 

 列車の運行管理の受委託に関する情報 

列車の運行管理の受委託については、北海道旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ北海

道」という。）、東日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東日本」という。）、東海旅客

鉄道株式会社（以下「ＪＲ東海」という。）、ＪＲ西日本、四国旅客鉄道株式会社（以

下「ＪＲ四国」という。）、九州旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ九州」という。）及び

ＪＲ貨物の間で締結された「列車の運行管理の受委託に関する協定」において、列

車の運行管理を受託した旅客会社（事故現場付近の場合はＪＲ西日本）は、委託会

社（ＪＲ貨物）が定めた運転の取扱いに関する規程に基づき、指令業務を行うこと

と定められている。また、列車の運行管理の受委託に伴い、関連する運転関係部内

規程類について相互に交換し、又は相手会社に提供することとし、その周知徹底を

図るものと規定されている。 

しかしながら、ＪＲ貨物の運転関係内部規程である「運転士異常時の手引」の中

の‘運転中、ブレーキ操作を行わない状態でブレーキ管圧力の指針の降下を認めた

場合の取扱い’がＪＲ西日本に共有されていなかった。ＪＲ貨物によると、2.7.3(2)

に記述したように、平成２７年に「運転士異常時の手引」を改正したが、改正内容

をＪＲ西日本に連絡した記録が残っていないことから、変更の通知をしていなかっ

ゲージ・表示灯を確認
直ちに

ＴＥ使用

停車後、防護無線の

発報ボタンを押す

ＴＥ復帰

列車防護

・軌道短絡器

・携帯用信号炎管

輸送指令に

連絡

転動防止手配

・手ブレーキ、手歯止め使用

・手歯止め使用札掲出

状況調査・後部標識・後部確認輸送指令に状況報告指示を受ける

以下、（略）
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たものと推定されるとのことであった。列車の運行管理の受委託に伴う、運転関係

部内規程類の連絡方法については、必要の都度、担当者の判断により、手渡し、   

メール等で行っており、会社間の窓口や変更内容について事前に通知する仕組みを

明確に定めていなかった。また、定期的に会議を開催する等、運転関係部内規程類

について相互に確実に共有されていることを確認していなかった。 

また、第一種鉄道事業者（ＪＲ北海道、ＪＲ東日本、ＪＲ東海、ＪＲ西日本、Ｊ

Ｒ四国及びＪＲ九州）及び第二種鉄道事業者（ＪＲ貨物）は、各社の運転取扱いに

関する規程を改正する際には、「旅客、貨物会社間における運輸営業に関する基本協

定」により、事前に関係する会社と打合せのうえ、調整を図るものとされており、

実際には、関係会社に対し、内容について‘現改比較’等を提示し、打合せ、調整

を図った後に、各社間の合意に基づき、第一種鉄道事業者、第二種鉄道事業者それ

ぞれが自社の規程を改正することとしている。ＪＲ貨物の「運転取扱実施基準」、「運

転取扱実施基準細則（規程）」、「運転作業要領」、及び「列車運転速度表」は各社間

で共有すべき規程に該当するが、「運転士異常時の手引」は対象ではなかった。 

 

列車の運行管理の受委託に関する協定 

（運転の取扱いに関する規程の適用方） 

第３条 列車の運行管理を受託した旅客会社は、委託会社が定めた運転の取扱

いに関する規程に基づき、指令業務を行うこととする。 

（列車の運行管理の受委託） 

第８条 旅客会社と貨物会社が同一線路を使用する場合は、安全かつ能率的な

輸送を遂行するために「旅客、貨物会社間における運輸営業に関する基本協定

第９条」に基づき、貨物会社が旅客会社に列車の運行管理の委託を行うものと

する。 

（受委託業務の範囲） 

第９条 前条に基づく受委託業務の範囲は次の各号のとおりとする。 

（１） 列車を正常に運転するための日常の運転整理 

（２） 輸送波動に対応するため及び工事その他のための列車の日常の運転手

配 

（３） 運転事故及び災害発生の場合における次の業務  

ア． 状況の調査 

イ． 列車の運転休止、折返し、打切り、臨時列車の運転手配等 

ウ． 救援列車の運転手配 

エ． その他の応急処置 

オ． 気象情報の把握とこれに対する処置 
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（運転の取扱いに関する規程の適用方） 

第１１条 運転の取扱いについては、「旅客、貨物会社間における運輸営業に関

する基本協定第１７条」によることとする。 

（規程類の交換等） 

第１８条 列車の運行管理の受委託に伴い、関連する運転関係部内規程類につ

いて相互に交換又は、相手会社に提供することとし、その周知徹底をはかるも

のとする。 

 

旅客、貨物会社間における運輸営業に関する基本協定 

（列車運行管理の一元化） 

第９条 列車の運行管理については、直通列車等を含めて、その路線の第一種

鉄道事業免許を保有する会社が一元的に行うことを基本とする。 

２ 前項に基づく第一種・第二種鉄道事業者間の列車の運行管理の受委託及び

両社の合意に基づき行う第一種鉄道事業者間の列車の運行管理の受委託につい

ては、関係会社で定めたものによることとする。 

（運転取扱いに関する規程の制定等） 

第１７条 各鉄道会社は、自ら線路を保有する区間について、運転取扱いに関

する規程を定めるほか、第二種鉄道事業者にあっては、その免許を保有する路

線について、第一種鉄道事業者と同一内容の規程を定める。 

２ 前項の規程を改正する場合は、事前に関係する会社と打合せのうえ、調整

を図るものとする。 

 

２.８ 教育訓練に関する情報 

ＪＲ貨物によると、運転士に対する教育訓練は、毎月、机上及び現車により実施さ

れている。運転士Ａに対する教育訓練に関して、本事故発生直近１年間に行われた教

育訓練のうち、本事故の事象に関連する教育訓練の実績は表１１のとおりであった。 

 

表１１ 運転士Ａの教育訓練実績（抜粋） 

実施日 令和３年２月１０日 

主な内容 ・列車防護及び列車火災発生時の教育訓練について 

・異常時に備えた訓練（運転中、ブレーキ操作を行わない状

態でブレーキ管圧力の指針の降下を認めた場合の取扱い） 

訓練方法及び使用機

材等（机上） 

本社の資料を用いて、列車防護の重要性や列車火災発生時

の取扱いについて教育を行った。 
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異常時に備えた訓練では、「運転中、ブレーキ操作を行わな

い状態でブレーキ管圧力の指針の降下を認めた場合」に確認

する機器を周知するとともに、動画を用いて実際のゲージの

動きを確認した。 

 

ＪＲ貨物は、表１１に記述したとおり、「運転中、ブレーキ操作を行わない状態でブ

レーキ管圧力の指針の降下を認めた場合」の訓練は動画を用いて行っていたが、本動

画はブレーキ管圧力が低下し続ける現象の再現を主眼にしており、現象のメカニズム

の解明に着眼できていなかったため、本事故のような一度低下したブレーキ管圧力が

再度上昇する現象を想定した教育訓練は行っていなかった。 

また、転動防止手配については、機関区・駅構内での車両留置の実態把握をするこ

とで習得状況の確認をしていた。転動防止に特化した教育訓練は行っておらず、異常

時においても実施できるようになるための訓練が不足していた。 

 

２.９ 貨車の車両運動シミュレーションに関する情報 

 車両運動シミュレーションの条件に関する情報 

２.１から２.８に記述した事実情報を結び付け、本事故の要因を推定する目的で、

ＪＲ西日本及びＪＲ貨物は研究機関に依頼して、車両運動シミュレーションによ

り、１両のコンテナ車が曲線部を走行するときの挙動を解析した。 

解析条件は以下のとおりである。 

車両条件：コキ１０６形式、車両諸元は設計値をベース 

まくらばねダンパは、装架されていたＯＤ５４の減衰特性 

軌道条件：令和３年１０月２２日の軌道検測データを基に設定 

高低変位及び通り変位については復元処理 

水準変位は遮断波長３ｍのローパスフィルタ処理 

走行速度：５２km/h 

車輪／レール間の摩擦係数：０.３ 

（付図１５ 脱線の要因の推定 参照） 

 

 車両運動シミュレーション結果に関する情報 

車両運動シミュレーションによる解析結果を付図１３及び付図１４に示す。付

図１３が積載重量は事故時と同等であるがコンテナに偏積なしの場合、付図１４が

事故時のコンテナの左右偏積率を再現した場合（以下「事故時偏積」という。）であ

る。いずれの条件においても事故現場付近（２８５ｋ３２６ｍ）において脱線係数
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の最大値が発生し、左右偏積なしの場合では０.５２であったが、事故時偏積の場合

は０.８２まで増大した。また、同地点付近の外軌側の輪重最小値は５５kN から３８

kN に減少するとともに、最大横圧は３０kN から３５kN に増加した。コンテナの左

右偏積に伴い、外軌側輪重の定常成分が減少したことに加え、内軌側輪重が増加し

たことにより曲線転向横圧*39も増加したものと考えられる。 

また、事故時偏積では外軌側のまくらばねダンパ長において、減衰特性が切り替

わる長さ（４１５mm）をまたぐ条件となり、減衰特性が切り替わりながら走行して

いるが、ダンパ発生力は高減衰側の積車特性となる左右偏積なしの場合と同程度で

あった。 

 

２.１０ 過去に発生した列車脱線事故に関する情報 

平成２４年４月から平成２６年６月までの間に江差線において発生した３件のＪＲ

貨物の列車脱線事故*32*33*40（以下「江差線列車脱線事故」という。）は、車両・軌道・

積荷の積載などの因子が複合的に組み合わさったことによるものと指摘されている。

さらに、平成２７年１２月１７日に運輸安全委員会から国土交通大臣に対し、「貨物列

車走行の安全性向上に関する意見について」が提出された。 

同意見においては、車両に関して、積荷の積載方法、運行される線区の状況等を踏

まえつつ、懸架装置が適正な減衰領域で使用されること、及び積荷の積載量にかかわ

らず適正な減衰が得られる懸架装置を装備することについて検討する必要があるとさ

れた。また、軌道に関して、脱線防止ガードの敷設範囲の検討などの一般的な対策を

含め、現行手法による複合変位の適正な管理を実施することに加えて、鉄道事業者や

研究機関等の関係者においては、貨物列車が運行する線区における軌道変位の管理方

法について、線区の特性や積荷の積載方法等を踏まえつつ、貨車の特性を考慮して検

討する必要があるとされた。さらに、積荷の積載に関して、偏積防止対策に加えて、

コンテナを積載した状態で輪重のアンバランスを簡易に検知できるシステムの導入等

について検討を進めるとともに、使用される貨車の特性を加味し、積荷の重量や重心

高さを考慮した積載方法についても検討する必要があるとされた。 

これを受けて、国土交通省は「貨物列車走行の安全性向上に関する検討会」を設置

し、令和２年９月に取りまとめを行った。取りまとめに盛り込まれたＪＲ貨物等の主

な対策及びその実施状況は以下のとおりである。 

 

                         
*39 「転向横圧」とは、曲線走行中に輪軸がレールに案内されて向きを変える際に、内軌側車輪の摩擦力等によ

り外軌側に発生する横圧をいう。 

*40 運輸安全委員会：鉄道事故調査報告書ＲＡ２０１４－７、日本貨物鉄道株式会社 江差線 泉沢駅～釜谷駅間

列車脱線事故、平成２６年７月２５日公表 
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(1) 車両に関する対策 

貨車のまくらばねダンパの特性を見直し、コキ１０６形式及びコキ１０７形

式コンテナ車について、減衰性能を改善したダンパを開発し、改良ダンパへの

交換を令和２年度から令和４年度までに完了する計画であるが、全ての交換は

完了しておらず、本件貨車のダンパは未交換であった。 

(2) 積荷の積載に関する対策 

① 積荷の偏積対策 

ａ 偏積の可能性があるコンテナの調査の実施及び利用運送事業者向けのコ

ンテナ積付けガイドラインの継続的な周知・徹底 

ＪＲ貨物では、2.6.2 に記述したガイドライン等を活用して、引き続き、

利用運送事業者に対して適切な積込みの徹底を図る。 

ｂ 偏積防止マニュアルの作成及び遵守 

通運連盟では、2.6.2 に記述したとおり、ＪＲ貨物の「コンテナ積付け

ガイドライン」を踏まえ、偏積防止マニュアルを作成して各利用運送事業

者に配布した。同マニュアルには、利用運送事業者がトラックの前方の左

右の車高差を以下の手順で計測することにより、偏積の有無をチェックす

るように示されている。 

１．積込場に駐車する。 

２．メジャー等で所定の位置の左右の車高差を計測する。 

３．コンテナに荷物を積載する。 

４．荷物を積載したコンテナをトラックに積載後、再度メジャー等で左

右の車高差を計測する。 

５．空車時と実車時の左右の車高差を計算する。 

６．偏積の判定（※）を行う。 

※ 左右の車高差が「２cm 以内」の場合は偏積になっている可能性は低

い。「２～４cm」の場合は偏積になっている可能性がある。「４cm 以上」

の場合は偏積となっている可能性が非常に高い。 

ｃ コンテナごとの偏積状態をチェックできるポータブル重量計及びトップ

リフターによる測定の導入 

ＪＲ貨物では、2.6.2 に記述したとおり、コンテナごとの左右の偏積率

を測定する装置として、全国１２駅にポータブル重量計を配備し、コンテ

ナの重量バランスの計測を実施している。 

ｄ 非定型的貨物を中心とした偏積の状況のサンプル調査 

ＪＲ貨物では、2.6.4 に記述したとおり、非定型的貨物を中心に、利用

運送事業者に対してチェックシート等の提出を求めるサンプル調査を定期
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的に行い、適切な積付けが行われているか確認している。 

ｅ 走行中の左右の輪重バランスをチェックする機能を有する輪重測定装置

の設置 

ＪＲ貨物では、2.6.2 に記述したように、４駅（東室蘭駅、函館貨物駅、

盛岡貨物ターミナル駅、秋田貨物駅）に、貨車にコンテナを積載し列車を

編成した状態で、走行しながら輪重を測定して輪重のアンバランスを検知

できる歪みゲージを用いた輪重測定装置を設置し、偏積の有無を確認して

いる。 

② 積荷の重心高さ対策 

ａ 利用運送事業者に対する積付け方法の周知 

ｂ 非定型的貨物を中心とした偏積の状況のサンプル調査 

 

２.１１ 列車無線に関する情報 

  無線交信に関する情報 

2.1.1 に記述したように、運転士Ｂは輸送指令からの内容は聞こえるが、運転士

Ｂから輸送指令及び運転士Ａへの通話はできなかったとのことであった。その後、

運転士Ｂが輸送指令と業務用携帯電話で通話できたのは、停止後しばらく時間を要

してからであった。なお、ＪＲ西日本では、指令からの音声は乗務員に聞こえるが、

乗務員からの音声が指令には聞こえない事象が発生する可能性があることについて

把握しておらず、このことに関する指令員への教育は行われていなかった。 

 

  列車無線の現車試験に関する情報 

輸送指令と運転士Ｂが本事故発生後に列車無線で無線交信できなかったことから、

ＪＲ西日本は、事故現場付近において、ＪＲ貨物の車両を用いて、列車無線の現車

試験を実施した。車両は事故発生時と同じ補助機関車を用い、編成両数とコンテナ

の状況は本事故時と同様にした。また、補助機関車の最後部の位置を、本件トンネ

ル内の４か所に設定した。 

試験の結果、輸送指令から補助機関車については、全ての箇所で通話良好であっ

たが、図１３に示すように、補助機関車から輸送指令については、脱線時停車した

箇所付近を含む本件トンネル瀬野駅方の２か所では通話不可であり、本事故時と同

現象になった。一方で、八本松駅方２か所では通話良好であった。 

電界強度を測定した結果から、補助機関車から輸送指令への電波については、ト

ンネル内に貨車にコンテナが載っている箇所と載っていない箇所が混在し、トンネ

ル壁面とコンテナ等の隙間が場所によって異なることにより、電波が強い指向性を

持つこととなり、電界強度がトンネル内で急激に低下し、電波が瀬野西基地局まで
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到達しなかった（図１４の赤色部分）と考えられるとした。また、トンネル内を八

本松駅方に移動するにつれて、指向性が徐々に拡大し、瀬野西基地局まで到達した

（図１４の黄色部分）と考えられるとした。 

一方で、輸送指令から補助機関車への電波については、列車無線基地局のアンテ

ナの高さが高く、線路方向に向けて距離を延伸するように電波を発信しており、電

波が本件トンネルの八本松駅方の入口まで到達できれば、トンネル壁面とコンテナ

の隙間を反射しながら補助機関車まで到達することが可能なことから、補助機関車

において輸送指令からの通話を聞くことは可能であったと考えられるとした。 

したがって、列車無線は、トンネル形状、列車編成及び停止位置が影響し、発信

した列車無線の電波が強い指向性を保持することにより、基地局まで到達せず、輸

送指令から乗務員への通話は可能であるが、乗務員から輸送指令への通話ができな

い箇所があることが判明した。 

 

図１３ 列車無線の現車試験の車両停止位置 
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図１４ 補助機関車から電波の届く範囲 

 

２.１２ 気象に関する情報 

本事故発生現場付近の当時の天気は、晴れであった。 

 

 

 分 析 
 

３.１ 脱線車両等に関する分析 

 脱線地点 

2.3.1(1)に記述したように、本件列車が停止していたのは、前頭機関車の前端

が２８４ｋ６５３ｍ付近であったこと、及び 2.4.1(1)及び(2)に記述したように、 

(1) 本件曲線の２８５ｋ３３１ｍ付近から２８５ｋ３２６ｍ付近までの間に、

左レール（外軌）上を軌道内側から外側へと斜めに横切る車輪によるものと

みられる痕跡があったこと、 

(2) 本件曲線の２８５ｋ３２６ｍ付近から２８４ｋ８１８ｍ付近までの間、左

レール（外軌）及び右レール（内軌）の左側に車輪が走行したことによるも

のとみられる痕跡が続いていたこと 

から、本件列車が本件曲線を通過した際に、本件貨車の左車輪がレール上の痕跡の

始点である２８５ｋ３３１ｍ付近で左レールに乗り上がり始め、２８５ｋ３２６ｍ

付近で左に脱線し、そのまま前頭機関車の先頭位置が２８４ｋ６５３ｍ付近に至る
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まで走行したものと考えられる。 

（付図３ 事故現場の概況、付図５ 事故現場の脱線の痕跡 その１、付図６ 事

故現場の脱線の痕跡 その２ 参照） 

 

 脱線時の時刻及び走行速度 

2.3.1 に記述したように、本件列車の前頭機関車は２８４ｋ６５３ｍ付近に停止

し、本件貨車は２８４ｋ８８１ｍに停止しており、また、2.1.2 に記述したように、

運転状況記録装置の記録によれば、本件列車が停止した時刻は２０時３７分４.６

秒である。 

本件貨車の前台車は、事故現場付近である２８５ｋ３２６ｍ付近から停止し

た２８４ｋ８８１ｍ付近まで約４４５ｍ走行している。 

本件列車の運転状況記録装置に記録された走行距離から本件貨車が事故現場付近

（２８５ｋ３２６ｍ）を通過した時刻を求めると、２０時３６分２９.８秒となり、

そのときの運転状況記録装置の記録では速度は５２km/h であった。 

したがって、本件列車は、速度５２km/h で走行中の２０時３６分ごろに脱線した

ものと考えられる。 

 

３.２ 運転取扱いに関する分析 

 走行速度に関する分析 

2.3.2.2(2)に記述したように、事故現場付近は半径３００ｍの曲線区間であるこ

と、及び 3.1.2 に記述したように、本件貨車は速度約５２km/h で事故現場付近を走

行していたと考えられることから、本件列車は、2.7.1 に記述した半径３００ｍの

曲線の制限速度である６５km/h 以内で事故現場を通過したものと考えられる。 

なお、2.7.1 に記述したように、本件曲線の均衡速度は５２.８km/h であり、本件

列車は、事故現場付近を均衡速度に近い速度で走行していたため、遠心力に伴う左

右の車輪間での輪重差は少ないものと推定される。 

 

 協調運転に関する分析 

協調運転に関しては、2.1.1 及び 2.1.2 に記述したように、 

(1) 本事故発生時に、運転士Ａは１３ノッチ、運転士Ｂは１２ノッチで運転し

ていたと口述していること、 

(2) 運転状況記録装置の記録によると、本件列車は事故発生時に、前頭機関

車１３ノッチ、補助機関車１２ノッチで運転されていたこと、 

(3) 運転士Ｂの口述及び運転状況記録装置の記録から、運転士Ｂは、事故現場

付近を走行中、運転士Ａから指示されたノッチ扱い以外の非常ブレーキ等の
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運転取扱いを行っていないと推定されること 

から、運転士Ａ及び運転士Ｂは、2.7.2 に記述した運転取扱いに従っており、運転

取扱いに問題はなかったものと考えられる。 

また、2.1.2 に記述したように、 

(1) 図１から、前頭機関車と補助機関車ともに速度約５２km/h で力行走行中で

あったこと、 

(2) 図２から、前頭機関車と補助機関車の間の相対速度及び相対加速度の波形

に顕著な変動は認められないこと、 

(3) 図３から、前頭機関車及び補助機関車ともに非常ブレーキ等のブレーキ取

扱いは認められないこと 

から、事故現場付近において、本件列車に衝撃的な圧縮自連力*41が作用したことは

考えにくく、補助機関車を連結した運転条件が本事故の発生に影響した可能性は低

いものと考えられる。 

 

３.３ 車両に関する分析 

 本件貨車の状況 

2.3.3.2 に記述したように、まくらばねダンパＯＤ５４の減衰特性はダンパ長の

変化に伴って“積車特性”と“空車特性”に切り替わる。本件貨車では、仮に積荷

が偏積なく均等に積まれていた場合、まくらばねダンパのダンパ長は、４０３.３mm

となり、“積車特性”の領域である。しかしながら、事故時の積荷状態で測定した結

果は、図１０に示すように、前台車及び後台車ともに、左側のまくらばねダンパの

ダンパ長が“積車特性”と“空車特性”の切替長４１５mm 付近にあり、走行時は車

体のロール振動により“積車特性”と“空車特性”が交互に切り替わっていた可能

性があると考えられる。 

 

 事故前の本件貨車の状況 

2.3.3.3 に記述したように、 

(1) 本件貨車の検査記録に異常は見られなかったこと、 

(2) 本事故後の軸ゴム、軸箱支持ゴム、まくらばね及び車輪等の寸法測定等の

結果、前台車の軸ゴム、軸箱支持ゴムは脱線後に損傷したと考えられ、事故

発生前に異常はなかったと考えられること 

から、本件貨車の状況について脱線に関与するような異常はなかったものと考えら

れる。 

                         
*41 「自連力」とは、自動連結器作用力の略称であるが、広義には車両間の連結器に列車方向に作用する力の総

称として用いられる。 
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また、2.3.1(5)に記述したように、本件貨車のブレーキ管が２本落失していたが、

いずれも乗り上がり開始地点と考えられる２８５ｋ３３１ｍ付近よりも八本松駅方

である本件列車停止後の１６両目付近で発見された。このことから、これらの部品

は本件貨車が脱線した後に、３.７に後述するように、脱線した台車が脱線防止ガー

ドを踏みながら走行した結果、脱線防止ガードの衝撃を受け、さらに、まくらぎ、

道床及びレール締結装置の上を走行したことによる振動や衝撃によって落失したも

のと考えられる。 

 

 本件貨車の積荷の状況 

2.3.3.4 に記述したように、本件貨車に積載されたコンテナには、いずれも洋紙

が右側に偏って積まれており、左側には緩衝材が積まれ、いずれのコンテナにも大

きな荷崩れは見られなかったことから、工場からの出荷時に右側に偏って積まれて

いたものと推定される。 

 

 積車状態での輪重比の状況 

2.3.3.5 に記述したように、本件貨車に積荷が積載された状態で、本件貨車の左

車輪の静止輪重比が１よりも小さくなっていたのは、3.3.3 に記述したように洋紙

が各コンテナの右側に偏って積まれていたことから、積荷の偏積によるものと推定

される。 

また、3.3.3 に記述したように、本事故直前においても洋紙はコンテナ中心より

右側に偏って存在したと推定されることから、事故直前の本件貨車の輪重は左車輪

の方が右車輪より小さくなっていたものと推定される。 

 

３.４ 軌道に関する分析 

軌道の状態に関しては、2.3.2.4 に記述したように、軌間変位、高低変位、通り変

位及び５ｍ平面性変位はいずれも整備基準値内であることから、これらだけで脱線が

誘発されたものではないと考えられる。また、貨物列車が運行する区間において管理

することとされている複合変位については、事故現場付近において整備すべき対象の

変位量及び箇所数に該当するものはなかった。ただし、複合変位について、事故現場

付近に整備基準値よりも小さい変位量の周期的な波形が認められた。また、2.3.1 に

記述したように、２８５ｋ３３１ｍ付近の右レール付近に、延長約３.５ｍの噴泥が認

められたことから、車両が走行する際には内軌側の車輪が落ち込む状態であったと考

えられる。 
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３.５ 積載に関する分析 

 偏積の認識に関する分析 

2.6.2 に記述したように、ＪＲ貨物は、江差線列車脱線事故の教訓として偏積の

防止等のガイドラインを発行し、通運連盟を通じて利用運送事業者である日通本社

に、その周知及び偏積防止の要請をしていた。しかしながら、 

(1) 2.6.2 に記述したように、日通本社は偏積防止について社内で定期的に教

育を実施してきたが、日通大竹支店を含む各支店に対して、関係会社に周知

徹底するようには要請していなかったこと、 

(2) 2.6.5 に記述したように、日通大竹支店は、定期的に情報を共有できる荷

傷会議という場があったにもかかわらず、2.6.2 に記述したように、積込会

社である大竹運送等の関係会社はガイドラインの存在を知らなかったこと、 

(3) 2.6.5 に記述したように、ＪＲ貨物は荷傷会議に参加し、偏積防止に関す

る資料を配付し説明したとのことであるが、出席した関係会社は、会議を通

じて偏積に関する話題はなかったと認識していること 

から、ガイドラインの内容が、利用運送事業者である日通大竹支店から日物中国営

業部、日本製紙大竹工場及び大竹運送へ伝わっていなかった可能性があるものと考

えられる。そのため、日通大竹支店以外の関係会社は偏積に関する認識が低かった

と考えられる。 

積荷関連会社が、ガイドライン等の内容を十分に認識していれば、積荷の偏積を

防止できた可能性があると考えられることから、偏積防止の要請は、利用運送事業

者だけが注意喚起を図るだけでは十分でなく、積荷関連会社にガイドラインの存在

を周知徹底させる必要があると考えられる。 

したがって、ＪＲ貨物及び利用運送事業者は、ガイドラインの内容など重要な情

報は、積荷運送に携わる会社間で十分に情報を共有し、周知徹底することが必要で

ある。 

ＪＲ貨物は、通運連盟を通じて利用運送事業者に偏積の防止を要請するだけでな

く、利用運送事業者である日通本社と協力して、積荷関連会社間でガイドラインの

内容を周知徹底させる仕組みを構築することが必要である。 

日通本社は、利用運送事業者であることの責務を認識し、偏積防止など重要な情

報は社内で展開するだけでなく、関係会社間で共有し周知徹底する仕組みを確立す

ることが必要であると考えられる。 

 

 偏積の確認体制に関する分析 

積荷の積載状況の確認については、 

(1) 2.6.4 に記述したように、ＪＲ貨物は、事故時に積載した定型的貨物につ
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いては、年に１回基本パターンの台帳を確認するのみの調査であったこと、 

(2) 2.6.4 に記述したように、コンテナを貨車に積み込む大竹駅には、ポータ

ブル重量計、輪重測定装置等の機器を装備していないため、機器等で偏積を

確認する検査は実施されていなかったこと 

から、積荷がコンテナに積込・施封された後に、チェックシート等と異なる積込み

がなされたか否か確認する仕組みがなかったため、ＪＲ貨物が偏積を確認すること

は困難であったと考えられる。 

したがって、チェックシート等によるサンプル調査について、年に１回基本パ  

ターンを確認するのみの調査ではなく、利用運送事業者である日通大竹支店が適切

な時期において任意のコンテナを抽出してその荷姿とチェックシート等を目視で比

較すること、さらに、ＪＲ貨物は利用運送事業者が適切にサンプル調査を実施して

いることについて台帳で引き続き確認するとともに、効果的に頻度よく積荷の積載

状況を確認する方法を検討し、積載方法の実態把握及び偏積防止の要請を徹底して

行い、未然に偏積を防止する仕組みを確立することが必要である。 

また、貨物列車にコンテナを積載する大竹駅には、ポータブル重量計や輪重測定

装置など機器等で偏積をチェックする機能はなかったことから、ポータブル重量計、

トップリフター、輪重測定装置及びトラックスケールを活用して、偏積を効果的に

検出できるようなハード対策を早期に充実させることが必要である。さらに、コン

テナ取扱いのある全貨物駅においても、偏積に起因する事故の発生を防ぐために、

ハード対策の整備を進めることが望ましい。また、コンテナに積荷を積載して貨物

駅まで運搬する利用運送事業者は、偏積を防止するために、２.１０(2)①ｂに記述

したように偏積防止マニュアルの手法を用いて、荷物を積載したコンテナをトラッ

クに積載する前と後に、トラックの左右の車高差を計測する積載チェックを確実に

行うよう周知徹底することが必要である。 

 

 偏積が確認された場合の措置に関する分析 

2.6.3 に記述したように、過去（平成２９年及び令和２年）に大竹駅で積み込ま

れた積荷に偏積が確認されていたにもかかわらず、本事故においても積荷に偏積が

確認されたことから、過去の事象が教訓として生かされなかったものと考えられる。

これは、2.6.2(4)に記述したように、偏積が確認された場合に偏積したコンテナの

積み直しに重点が置かれていたため、ＪＲ貨物から利用運送事業者や積込会社に対

する再発防止の要請が十分に行われていなかったことによるものと考えられる。 

よって、偏積を防止するためには、ＪＲ貨物は、偏積が確認された場合、利用運

送事業者、積込会社等の関係会社とともに、原因を究明し再発防止策を講じる仕組

みを確立することが必要である。 
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３.６ 脱線に関する分析 

 偏積の関与 

3.3.3 に記述したように、事故直前の本件貨車の輪重は、積荷の偏積により、左

車輪の方が右車輪より小さくなっていたものと推定される。これにより、本件貨車

が本件曲線を走行中に、左車輪（外軌側）の輪重が減少したことに加え、右車輪（内

軌側）輪重の増加により、左車輪（外軌側）の横圧が増加し、外軌側の脱線係数が

大きくなっていた可能性があると考えられる。 

また、2.9.2 に記述したように、車両運動シミュレーションでは、事故時の偏積

を想定すると、左車輪（外軌側）の輪重が減少し、横圧が増加することにより、外

軌側の脱線係数が増加することから、積荷の偏積が乗り上がりを助長する要因とな

るものと考えられる。 

 

 軌道変位の関与 

2.3.2.4 に記述したように、事故現場付近の動的な各軌道変位は整備基準値内で

あった。整備すべき対象となる変位量に該当していなかったが、内軌側に約３.５ｍ

の噴泥が認められ、乗り上がり箇所付近に周期的な複合変位が存在していた。この

複合変位は 2.3.2.4 に記述したように、空車重量が３９.７ｔの軌道検測車で測定

した結果であり、このとき輪重は約４.９６ｔになるものと考えられる。一方で、本

件貨車はコンテナの左右偏積により内軌（右）側輪重が約８ｔと軌道検測車の

約１.６倍であったことから、内軌側車輪の落ち込み量は、軌道検測車が走行したと

きよりも増加した可能性があると考えられる。 

 

 まくらばねダンパの減衰特性の関与 

2.3.3.5 に記述したように、前台車及び後台車ともに、左側のまくらばねダンパ

のダンパ長が“積車特性”と“空車特性”の切替長４１５mm 付近にあり、走行時は

車体のロール振動により“積車特性”と“空車特性”が交互に切り替わっていた可

能性があると考えられる。 

一方で、2.9.2 に記述したように、事故時の積載を考慮した車両運動シミュレー

ションでは、外軌（左）側のまくらばねダンパ長において、減衰特性が切替長４１５

mm をまたぐ条件となるが、ダンパ発生力は高減衰側にある積車特性となる左右偏積

なしの場合と同等であった。したがって、解析結果では、まくらばねダンパの減衰

特性が切り替わることが、脱線に及ぼす影響は小さいと考えられる。 

 

 乗り上がり要因に関する分析 

2.3.3.4 に記述したように、積載したコンテナの左右偏積に伴い、本件貨車にお
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いて輪重のアンバランスの拡大が認められ、2.9.2 に記述したように、コンテナの

左右偏積が外軌側の車輪の乗り上がりに大きな影響を及ぼしたと考えられる。 

2.9.2 に記述したように、事故時偏積では、外軌側のまくらばねダンパの減衰特

性が切り替わりながら走行しているが、ダンパ発生力は高減衰側の積車特性となる

左右偏積なしの場合と同程度であったことから、まくらばねダンパの減衰特性が切

り替わることの影響は小さいと考えられる。 

3.6.2 に記述したように、本事故発生直近の軌道検測車で測定された事故現場付

近の軌道変位は整備基準値以下であったが、乗り上がり箇所付近に周期的な複合変

位が存在しており、本件貨車が走行した場合は、内軌側車輪の落ち込み量が増加し、

水準変位が大きくなった可能性があると考えられることから、左車輪が左レールを

乗り上がる貨車の挙動を助長した可能性があるものと考えられる。 

したがって、本事故は、列車が半径３００ｍの右曲線を通過した際に、事故現場

付近においてコキ１０６形式の貨車前台車第１軸の外軌側の輪重が減少したことに

加え、内軌側輪重の増加により外軌側の横圧が増加し、外軌側車輪がレールに乗り

上がったことで脱線したと考えられる。 

外軌側の輪重が減少したことについては、１２フィートコンテナ単体での管理目

標指針である左右偏積率１０％を大きく超過したコンテナが複数積載されたことに

より輪重のアンバランスが拡大したためと考えられる。 

また、事故現場付近の軌道には、内軌側の軌道上に噴泥が認められ、車両通過時

の水準変位の増大が、左右偏積していた車両の輪重減少を助長した可能性があると

考えられる。 

左右偏積が発生したことについては、 

(1) 利用運送事業者、荷主、積込会社等の関係会社間で、偏積に関する情報が

共有されていなかったこと、 

(2) コンテナに積込・施封された後の積荷に関する偏積の確認体制が十分でな

かったこと、 

(3) 偏積が確認された場合、原因究明や再発防止策を講じる仕組みがなかった

こと 

から、これらの要因が重畳したことによるものと考えられる。 

（付図１５ 脱線の要因の推定、付図１６ 乗り上がり要因の検討結果 参照） 

 

３.７ 列車が停止したことに関する分析 

本件列車が列車脱線後停止したことについては、 

(1) 2.1.1 に記述した運転士Ａ及び運転士Ｂの口述、及び 2.1.2 に記述した運転

状況記録装置の記録から、運転士Ａ及び運転士Ｂは、列車が停止するまでにブ
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レーキを扱っていないと推定されること、 

(2) 2.1.1 に記述した運転士Ａの口述、及び 2.1.2 に記述した運転状況記録装置

の記録から、列車脱線後にブレーキ管圧力が急激に低下したと考えられること、 

(3) 2.4.1 に記述したように、脱線開始地点から本件貨車停止位置の間にある脱

線防止ガード（右レールの軌間内側）が損傷し、列車停止後の本件貨車の梁に

巻き付いていたこと 

から、本件列車が脱線してから停止するまでの経過は次のとおりであったと考えられ

る。 

(1) 本件貨車の前台車が進行方向左側へ脱線後、脱線防止ガードを踏みながら走

行した。 

(2) 踏まれた脱線防止ガードの後ろ側が持ち上がり、ブレーキ管に衝撃した。 

(3) ブレーキ管からエア漏れが発生し、ブレーキ管圧力の減圧に伴い、列車にブ

レーキが作用した。 

(4) 脱線防止ガードは、コンテナと貨車の梁の間に挟まった。 

(5) 列車の進行とともに脱線防止ガードは梁に巻き付いた。 

(6) ブレーキが作用したことにより列車が停止した。 

したがって、本件列車が停止したことについては、脱線防止ガードによりブレーキ

管が破損し、ブレーキ管圧力が低下した結果、ブレーキが作用し停止したものと考え

られる。 

また、列車停止後、前頭機関車のブレーキ管圧力が急降下したことについては、

2.4.2.1 に記述したように、ブレーキ管が折損したことにより、ブレーキ管の圧力が

大気に放出されたことによるものと考えられる。その後、ブレーキ管圧力が急上昇し

たことについては、2.1.1 に記述したように、脱線発生時、前頭機関車の自弁ハンド

ルが「運転」位置であったことから、ブレーキ管圧力が低下したことに伴い、前頭機

関車の元空気タンクから４９０kPa の圧力空気が送り込まれた結果、運転台にある前

頭機関車の空気圧を示す圧力計のブレーキ管圧力が上昇したことによるものと考えら

れる。 

（付図１７ 本件貨車及び脱線防止ガードの動き、付図１８ 主な車両配管位置と脱

線防止ガードの関係、付図１９ 圧力計のブレーキ管圧力の挙動とメカニズム 参

照） 

 

３.８ 列車防護が執られなかったことに関する分析 

２.８に記述したように、運転士Ａは、本事故発生前に‘運転中、ブレーキ操作を行

わない状態でブレーキ管圧力の指針の降下を認めた場合’における運転取扱いについ

て教育訓練を受けていたものの、2.1.1 に記述したように、ブレーキ管圧力の指針が
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低下したことを認めたが、ブレーキ管圧力が回復したため、教育で受けた現象と異な

ることから列車防護を行わなかったと口述している。運転士Ａは、ブレーキ管圧力が

一度低下してから再度上昇する現象について十分に理解していなかった可能性がある

と考えられる。また、列車停止後に、列車防護が必要であることについて輸送指令に

伝えなかったことから、列車防護の必要性について認識していなかったと考えられる。

したがって、列車防護の必要性についての教育訓練内容が十分でなかったと考えられ

る。 

また、2.3.1 に記述したように、本件列車の停止後、下り列車が２本通過しており、

脱線後の本件列車の停止位置の状況によっては併発事故の発生の可能性もあったと考

えられることから、ブレーキ管圧力が一度低下した後に再度上昇する現象について、

運転士に対して、メカニズムを理解させるとともに、列車防護の方法及び必要性につ

いて、教育訓練内容をより充実させることが必要である。 

さらに、2.1.1 に記述したように、運転士Ａは床下に降りて車両点検をする際に転

動防止のための手歯止めをしていなかった。このことについては、２.８に記述したよ

うに、転動防止手配について車両留置の実態把握を行うことのみで習得状況を確認し

ていたため、異常時に実施できるための教育訓練が不足していたことが関与した可能

性があると考えられる。したがって、転動防止手配の方法及び必要性について理解さ

せ、異常時においても転動防止手配が実施できるための教育訓練プログラムを構築す

る必要がある。 

また、2.1.1 に記述したように、 

(1) 指令員Ａ及び指令長の口述から、運転士Ａの報告により、指令員は車両故障

と判断したこと、 

(2) 指令長の口述から、ＪＲ貨物の列車に関する‘運転中、ブレーキ操作を行わ

ない状態でブレーキ管圧力の指針の降下を認めた場合の取扱い’について指令

員は承知していなかったこと 

から、指令員は列車防護の必要性が認識できなかったと考えられる。 

指令員が列車防護の必要性が認識できなかったことについては、2.7.4 に記述した

ように、 

(1) ＪＲ貨物の内部規程である「運転士異常時の手引」は、第一種鉄道事業者及

び第二種鉄道事業者の間で共有すべき規程類の対象になっていなかったことか

ら、関係会社に対して、‘現改比較’等を掲示し、打合せ、調整を図ることがな

かったこと、 

(2) ＪＲ西日本とＪＲ貨物の間で、列車の運行管理の受委託に伴う、運転関係部

内規程類の連絡方法については、必要の都度、担当者の判断（手渡し、メール

等）による取扱いを行っており、会社間の窓口や変更内容について事前に通知
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する仕組みを明確に定めていなかったこと 

により、指令員に「運転士異常時の手引」の変更内容が共有されなかったことによる

ものと考えられる。 

受委託協定に従い運転関係部内規程類がＪＲ西日本に十分に共有されていれば、Ｊ

Ｒ貨物の「運転士異常時の手引」の‘運転中、ブレーキ操作を行わない状態でブレー

キ管圧力の指針の降下を認めた場合の取扱い’に基づき、本事故時にＪＲ貨物の運転

士Ａが列車防護を失念したことを指令員が気付き、運転士に列車防護を指示するとと

もに関係列車の抑止手配を行うなど所要の措置を採ることができた可能性があったも

のと考えられる。したがって、列車の運行管理の受委託に伴う運転関係部内規程類の

対象となるものについて、ＪＲ西日本及びＪＲ貨物の間で調整の上明確化し、規程が

最新であることを共有し、定期的に確認する仕組みを構築することが必要である。 

 

３.９ 列車無線で通話できなかったことに関する分析 

輸送指令が運転士Ｂと列車無線で交信できずに、業務用携帯電話で通話するまでに

時間を要したことについては、2.1.1 に記述したように、指令長が山陽線は列車無線

が入らないところはないと口述していること、及び 2.11.1 に記述したように、ＪＲ西

日本では、指令からの音声は乗務員に聞こえるが、乗務員からの音声が指令には聞こ

えない事象が発生する可能性があることについて把握しておらず、このことに関する

指令員への教育は行われていなかったことから、輸送指令は列車無線の通話できない

箇所があることを把握していなかったことによるものと考えられる。 

輸送指令が運転士Ｂと迅速かつ円滑に業務用携帯電話等で通話していれば、より迅

速かつ円滑な対応ができた可能性があると考えられることから、2.11.2 に記述したよ

うに、トンネル形状や列車の編成、停止位置が影響し、列車から発信した電波が輸送

指令まで到達しない箇所があることについて、輸送指令員に対して周知徹底する必要

がある。また、列車無線の使用を前提とした運転取扱区間については、沿線電話の使

用などの代替措置を講じ、輸送の安全を確保することが必要である。 

（図１３ 列車無線の現車試験の車両停止位置、図１４ 補助機関車から電波の届く

範囲 参照） 

 

 

 結 論 
 

４.１ 分析の要約 

分析の概要をまとめると、以下のとおりである。 
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(1) 脱線地点 

本件貨車の左車輪が２８５ｋ３３１ｍ付近で左レール（外軌）に乗り上がり

始め、２８５ｋ３２６ｍ付近で左に脱線し、そのまま前頭機関車の先頭位置

が２８４ｋ６５３ｍ付近に至るまで走行したものと考えられる。（3.1.1）*42 

(2) 走行速度 

本件貨車は速度約５２km/h で事故現場付近を走行していたと考えられるこ

とから、本件列車は、2.7.1 に記述した半径３００ｍの曲線の制限速度であ

る６５km/h 以内で事故現場を通過したものと考えられる。（3.2.1） 

(3) 軌道 

複合変位について、事故現場付近に整備基準値よりも小さい変位量の周期的

な波形が認められた。また、２８５ｋ３３１ｍ付近の右レール付近に、延長

約３.５ｍの噴泥が認められたことから、車両が走行する際には内軌側の車輪

が落ち込む状態であったと考えられる。（３.４） 

(4) 偏積の認識 

偏積に関するガイドラインの内容が、利用運送事業者である日通大竹支店か

ら日物中国営業部、日本製紙大竹工場及び大竹運送へ伝わっていなかった可能

性があるものと考えられる。そのため、日通大竹支店以外の関係会社は偏積に

関する認識が低かったと考えられる。（3.5.1） 

(5) 偏積の確認体制 

積荷がコンテナに積込・施封された後に、チェックシート等と異なる積込み

がなされたか否か確認する仕組みがなかったことから、偏積を確認することは

困難であったと考えられる。（3.5.2） 

(6) 偏積が確認された場合の措置 

過去の事象が教訓として生かされなかったものと考えられる。これは、2.6.3

に記述したように、偏積が確認された場合に偏積したコンテナの積み直しに重

点が置かれていたため、ＪＲ貨物から利用運送事業者や積込会社に対する再発

防止の要請が十分に行われていなかったことによるものと考えられる。（3.5.3） 

(7) 脱線の原因 

① 偏積の関与 

積荷の偏積が乗り上がりを助長する要因となるものと考えられる。（3.6.1） 

② 軌道変位の関与 

内軌側車輪の落ち込み量は、軌道検測車が走行したときよりも増加した可

能性があると考えられる。（3.6.2） 

                         
*42 本項の各文章末尾に記載した数字は、当該記述に関する「３ 分析」の項目番号を示す。 
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③ まくらばねダンパの減衰特性の関与 

走行時は車体のロール振動により“積車特性”と“空車特性”が交互に切

り替わっていた可能性があると考えられる。まくらばねダンパの減衰特性が

切り替わることが、脱線に及ぼす影響は小さいと考えられる。（3.6.3） 

④ 乗り上がり要因 

１２フィートコンテナ単体での管理目標指針である左右偏積率１０％を大

きく超過したコンテナが複数積載されたことによって輪重のアンバランスが

拡大したことにより、半径３００ｍの右曲線を走行した際、外軌側輪重が減

少したことに加え、内軌側輪重の増加により外軌側の横圧が増加し、外軌側

車輪がレールに乗り上がったことで脱線したと考えられる。（3.6.4） 

(8) 列車が停止したことについて 

本件列車が停止したことについては、脱線防止ガードによりブレーキ管が破

損し、ブレーキ管圧力が低下した結果、ブレーキが作用し停止したものと考え

られる。（３.７） 

(9) 列車防護が執られなかったことについて 

運転士に対する列車防護の必要性についての教育訓練内容が十分でなかった

と考えられる。指令員が列車防護の必要性を認識できなかったことについては、

指令員に「運転士異常時の手引」の変更内容が共有されなかったことによるも

のと考えられる。（３.８） 

(10) 列車無線で通話できなかったことについて 

輸送指令が列車無線の通話できない箇所があることを把握していなかったこ

とによるものと考えられる。（３.９） 

 

４.２ 原因 

本事故は、列車が半径３００ｍの右曲線を通過した際に、事故現場付近においてコ

キ１０６形式の貨車前台車第１軸の外軌側の輪重が減少したことに加え、内軌側輪重

の増加により外軌側の横圧が増加し、外軌側車輪がレールに乗り上がったことにより

脱線したものと考えられる。 

外軌側の輪重が減少したことについては、１２フィートコンテナ単体での管理目標

指針である左右偏積率１０％を大きく超過したコンテナが複数積載されたことにより

輪重のアンバランスが拡大したためと考えられる。 

左右偏積が発生したことについては、 

(1) 利用運送事業者、荷主、積込会社等の関係会社間で、偏積に関する情報が共

有されていなかったこと、 

(2) コンテナに積込・施封された後の積荷に関する偏積の確認体制が十分でな 
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かったこと、 

(3) 偏積が確認された場合、原因究明や再発防止策を講じる仕組みがなかったこ

と 

から、これらの要因が重畳したことによるものと考えられる。 

 

 

 再発防止策 
 

５.１ 必要と考えられる再発防止策 

本事故は、コンテナに積載された積荷による左右偏積が主たる要因となって、発生

したものと考えられる。積荷の左右偏積を防止するためには、２.１０に記述した江差

線脱線事故を踏まえた再発防止策を実施しているものの、十分ではなかったと考えら

れることから、以下のことが必要である。 

(1) 江差線列車脱線事故以降、偏積の対策として、コンテナ積付けガイドライン

及びマニュアルの作成等を行い、利用運送事業者に周知してきたものの、積込

会社及び荷主等は、偏積に関する認識が低かったことから、偏積に関する情報

が共有されていなかったものと考えられる。したがって、ＪＲ貨物及び利用運

送事業者は、ガイドラインの内容など重要な情報は、積荷運送に携わる会社間

で十分に情報を共有し、周知徹底することが必要である。また、ＪＲ貨物は、

通運連盟を通じて利用運送事業者に偏積の防止を要請するだけでなく、利用運

送事業者である日通本社と協力して、積込会社を含む関係会社間でガイドライ

ンの内容を周知徹底させる仕組みを構築することが必要である。 

(2) 事故発生時の積荷の確認方法では偏積をチェックすることは困難であったこ

とから、効果的に頻度よく積荷の積載状況を確認する方法を検討し、積載方法

の実態把握及び要請を徹底して行い、未然に偏積を防止する仕組みを確立する

ことが必要である。 

(3) 過去に偏積であることが確認された事象が発生した際、関係各社で情報を共

有し、原因を究明し、再発防止策を講じる仕組みはなかった。未然に偏積を防

止するためには、ＪＲ貨物は、偏積が確認された場合、利用運送事業者、積込

会社等の関係会社とともに、原因を究明し再発防止策を講じる仕組みを確立す

ることが必要である。 

(4) 貨物列車にコンテナを積載する大竹駅には、ポータブル重量計や輪重測定装

置など機器等で偏積をチェックする機能がなかったことから、ポータブル重量

計、トップリフター、輪重測定装置及びトラックスケールを活用して、偏積を

効果的に検出できるようなハード対策を早期に充実させることが必要である。
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さらに、コンテナ取扱いのある全貨物駅においても、偏積に起因する事故の発

生を防ぐために、ハード対策の整備を進めることが望ましい。また、コンテナ

に積荷を積載して貨物駅まで運搬する利用運送事業者は、偏積を防止するため

に、偏積防止マニュアルの手法を用いて、荷物を積載したコンテナをトラック

に積載する前と後に、トラックの左右の車高差を計測する積載チェックを確実

に行うよう周知徹底することが必要である。 

 

５.２ 事故後にＪＲ貨物が講じた措置 

本事故発生後にＪＲ貨物が講じた措置は以下のとおりである。 

(1) コンテナ貨物の偏積について 

① 利用運送事業者及び積込会社への偏積防止の要請及び、利用運送事業者へ

の教育 

② 貨物運送約款の改正及び、託送時のシステム改修 

託送時にシステム上で偏積でないことを宣誓しなければ受託できないよう

なシステムに改修する。 

③ ハード対策によるバックアップ 

・ポータブル重量計を増備（令和４年５月、１２駅から２４駅に増備） 

・トラックスケールの新設（令和４年６月にトラックスケールを１駅に設置、

データ採取・分析を実施中） 

・輪重測定装置の増設 

なお、大竹駅については、上記のうち、トラックスケールの新設を予定し

ている。（２０２３年度中予定） 

④ 偏積発見時の対応の明確化 

偏積発見時には以下の流れで対応を行うこととした。 

利用運送事業者への文書通知→再発防止策の提出→次回発送時の開扉確認→

改善状況フォロー 

⑤ 積込み状況の抜き取り確認の実施 

コンテナの開扉又は積込作業への立会いで、実物が台帳どおりの積み方か

どうかの確認を四半期に１回を目途に実施する。（令和４年６月から） 

(2) 運転取扱いについて 

① 一度低下したブレーキ管圧力が再度上昇する現象を撮影した映像を用いて

教育教材を作成し、全運転士に対してメカニズムを理解させるとともに、列

車防護及び転動防止手配に関する教育を実施 

② 列車運行の受委託について、運転士作業標準等の規程を運行管理の受委託

を行っている鉄道事業者に提供し、ＪＲ西日本との規程類が最新であること
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を定期的に確認する仕組みを構築 

５.３ 事故後にＪＲ西日本が講じた措置 

本事故発生後にＪＲ西日本が講じた措置は以下のとおりである。  

 (1) 運行管理の取扱いに関して、ＪＲ西日本の輸送指令とＪＲ貨物の乗務員の取

扱いの不一致があったことから、運行管理に関するマニュアルを改正する場合

に、会社間で正式に変更を事前に通知する仕組みを構築するとともに、定期的

（年１回）に改正内容について相互確認を実施する。 

(2) 列車無線が使用できない箇所を把握していなかったため、補助機関車の運転

士との連絡に支障を来し、迅速かつ円滑な対応ができなかったことから、列車無

線が通じない場合に補助手段である携帯電話や沿線電話を使用する。また、今回

の現車試験により列車無線の指向性の特情が判明したことから、輸送指令員に

対して同種となり得る箇所及び列車無線が通じない場合の取扱いの徹底の再周

知を実施する。 

 

５.４ 事故後に国土交通省が講じた措置 

 本事故発生後に国土交通省が講じた措置は以下のとおりである。 

(1) 保安監査による改善指示（抜粋） 

① ＪＲ貨物に対して 

ａ コンテナの積荷の偏り（偏積）の防止のため、以下を指示。 

(a) 偏積防止のために策定された「コンテナ積付けガイドライン」につい

て、積込みを行った会社まで周知すること。さらに、改正後の貨物運送

約款について、その内容を利用運送事業者等が着実に実施することを担

保するような効果的な運用方法を検討すること。 

(b) 偏積が確認された際に原因究明及び再発防止策を講じること。 

(c) コンテナ内部を撮影した写真等を用いた偏積のサンプル調査では、実

際に積込みを行ったコンテナと写真等とを突き合わせるなど効果的な調

査を行うこと。 

(d) ポータブル重量計や輪重測定装置の増備などのハード対策について、

それぞれを組み合わせるなどにより効果的な整備方策を検討するととも

に、整備計画を策定すること。 

ｂ 列車脱線時の運転取扱いについて、当該運転士は、他の列車を停止させ

る措置（列車防護）等を行っていなかったことから、教育及び訓練の方法

等の検証を指示。 

② ＪＲ西日本に対して 

列車無線について、指令員は、列車無線が使用できない箇所を把握してい
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なかったため、機関車の運転士との連絡に支障を来していたことから、同装

置が使用できない箇所を調査し、必要な措置を講ずるよう指示。 

(2) 「鉄道貨物輸送における偏積対策に関する検討会」を開催 

ａ スケジュール：令和４年８月から令和４年度末予定 

ｂ メンバー：通運連盟、公益社団法人鉄道貨物協会、公益財団法人鉄道総合

技術研究所、独立行政法人自動車技術総合機構交通安全環境研

究所、ＪＲ貨物、日通本社、国土交通省（鉄道局、総合政策局

参事官（物流産業）） 

ｃ オブザーバー：日本製紙連合会、経済産業省製造産業局 

ｄ 目的：偏積が原因と推定される脱線事故は、平成２４年４月、平成２６年

にも江差線で発生し、ＪＲ貨物において対策が講じられていた

にもかかわらず、再度発生したことから、関係者で検討会を開

催し、コンテナ内の積荷の偏積を防止するためこれまで実施し

た対策の検証及び方策の検討を行う。  
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付図１ 山陽線路線図 
 

山陽線 神戸駅～門司駅間  ５３４.４km（複線・４線、電化） 

          兵庫駅～和田岬駅間   ２.７km（単線、電化） 

計 ５３７.１km 

 

 

 

付図２ 事故現場付近の地形図   

 

※この図は、国土地理院の地理院地図（電子国土 web）を使用して作成。 
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付図３ 事故現場の概況 
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付図４ 事故現場付近の略図 
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付図５ 事故現場の脱線の痕跡 その１ 

 

 

付図６ 事故現場の脱線の痕跡 その２ 
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付図７ 脱線の状況 その１ 

 

付図８ 脱線の状況 その２ 
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付図９ 本件貨車の損傷状況 
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付図１０ 本件貨車の配管の損傷状況 
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付図１１ 台車の損傷状況 その１ 

（第１台車右側） 

 

付図１２ 台車の損傷状況 その２ 
（第１台車左側） 
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付図１３ 数値シミュレーションによる解析結果 その１ 
（コンテナ左右偏積：なし） 
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付図１４ 数値シミュレーションによる解析結果 その２ 
（コンテナ左右偏積：事故時偏積） 
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付図１５ 脱線の要因の推定 

 

 

付図１６ 乗り上がり要因の検討結果         
（シミュレーションから） 
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付図１７ 本件貨車及び脱線防止ガードの動き （その１） 

 

付図１７ 本件貨車及び脱線防止ガードの動き （その２） 
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付図１７ 本件貨車及び脱線防止ガードの動き （その３） 

 

 

付図１７ 本件貨車及び脱線防止ガードの動き （その４） 
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付図１８ 主な車両配管破損位置と脱線防止ガードの関係 

  

付図１９ 圧力計のブレーキ管圧力の挙動とメカニズム 

（その１） 
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付図１９ 圧力計のブレーキ管圧力の挙動とメカニズム 

（その２） 

 

付図１９ 圧力計のブレーキ管圧力の挙動とメカニズム 

（その３） 

 


